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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　アルミニウム支持体上に、印刷インキ及び湿し水の少なくともいずれかを供給すること
により現像される画像記録層を有する平版印刷版原版の印刷方法であって、印刷開始時に
下記（ｉ）～（ｖ）の工程を、（ｉ）（ｉｉ）（ｉｉｉ）（ｉｖ）（ｖ）の順又は（ｉ）
（ｉｉｉ）（ｉｉ）（ｉｖ）（ｖ）の順で行うことを特徴とする印刷方法。
　（ｉ）平版印刷版原版を画像様に露光した後、印刷機の版胴に装着する。
　（ｉｉ）印刷機の湿し水供給手段である水着けローラー、水着けローラーに水を給水す
るローラー、水量を安定化させるためのローラー、及びメータリングローラーの少なくと
ものいずれかに、有機溶剤を含む水溶液及び湿し水の少なくともいずれかをスプレー供給
する。
　（ｉｉｉ）給水ローラーを回転させ、水舟から供給された湿し水を水着けローラーに供
給する。
　（ｉｖ）水着けローラーを平版印刷版原版に接触させ、平版印刷版原版に水着けローラ
ーから湿し水を供給する。
　（ｖ）インキ着けローラーを平版印刷版原版に接触させ、平版印刷版原版にインキ着け
ローラーから印刷インキを供給し、インキ着けローラーを平版印刷版原版に接触させるの
と同時に又は接触させた後に、印刷用紙を供給する。
【請求項２】
　請求項１に記載の印刷方法において、印刷開始時の（ｉ）～（ｖ）の工程が（ｉ）（ｉ
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ｉ）（ｉｉｉ）（ｉｖ）（ｖ）の順であり、工程（ｉｉｉ）において給水ローラーを１～
５０回転させた後、水着けローラーを平版印刷版原版に接触させることを特徴とする印刷
方法。
【請求項３】
　請求項１又は２に記載の印刷方法において、工程(ｉｖ)で水着けローラーを平版印刷版
原版に接触させた後に、一旦接触を解除し、解除してから３０分以内に再度接触させるこ
とを特徴とする印刷方法。
【請求項４】
　工程（ｉｉ）で噴射する有機溶剤を含む水溶液の有機溶剤が、水と混和できる溶剤であ
ることを特徴とする請求項１～３のいずれか１項に記載の印刷方法。
【請求項５】
　有機溶剤がアルコール溶剤、エステル溶剤、エーテル溶剤、又はケトン溶剤であること
を特徴とする請求項４に記載の印刷方法。
【請求項６】
　工程（ｉｉ）で噴射する湿し水が、印刷時に使用する湿し水と同一組成であり、高濃度
であることを特徴とする請求項１～３のいずれか１項に記載の印刷方法。
【請求項７】
　画像記録層が赤外線吸収剤、重合開始剤、ラジカル重合性化合物、及びバインダーポリ
マーを含有することを特徴とする請求項１～６のいずれか１項に記載の印刷方法。
【請求項８】
　バインダーポリマーが、ポリエチレンオキサイド又はポリプロピレンオキサイドを側鎖
に有するアクリル樹脂バインダーであることを特徴とする請求項７に記載の印刷方法。
【請求項９】
　平版印刷版原版が、アルミニウム支持体と画像記録層の間に、親水性基と支持体表面に
吸着する基を有する高分子化合物を有する下塗り層を有することを特徴とする請求項１～
８のいずれか１項に記載の印刷方法。 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、機上現像型の平版印刷版原版を用いる印刷方法に関し、特に機上現像に伴う
刷り出しの損紙が少なく、印刷物にムラを発生させない印刷方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、印刷機上で湿し水及びインキの少なくとも一方により現像しうる、いわゆる機上
現像型の平版印刷版原版は、現像液を用いた現像工程を省略することができるため、製版
時間が短縮され、また、現像処理装置及び現像液が不要なことによる、コスト低減等の利
点があることから、平版印刷の生産性を向上させる手段として知られている。
【０００３】
　本発明に関わる機上現像型平版印刷版原版の現像メカニズムは以下のように考えられて
いる。（１）水着け工程：水着けローラから版面へ供給された湿し水が画像記録層に浸透
する。浸透が進むと画像記録層と支持体の界面に湿し水の層が生じ、画像記録層と支持体
間の密着力を低下させる。（２）インキ着け工程：版面にインキ着けローラを接触させ、
インキの粘性により支持体との密着力の低下した画像記録層を剥離除去し、現像が終了す
る。現像終了後はそのまま引き続いて、通常の印刷工程により印刷物が得られる。 
【０００４】
　このような機上現像の具体例としては、画像描画の済んだ機上現像可能な平版印刷版原
版を印刷機シリンダーに取り付けて、印刷機の湿し水ローラを版面に接触させて湿し水を
平版印刷版原版に供給し、そして印刷シリンダーを１０回転させた後にインキローラを版
面に接触させてインキを供給し、さらに１０回の回転後に、非画像部の汚れのない印刷物
が得られることが開示されている（特許文献１及び２参照。）。
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【０００５】
　しかし、上述のような機上現像においては、汚れのない印刷物が得られるまでの印刷用
紙枚数は、一般の湿式現像による製版で得た平版印刷版に比べて、数倍多くなる。これは
、損紙枚数の増加であり、機上現像型平版印刷版原版のウィークポイントとなる。
【０００６】
　機上現像を促進させ、損紙枚数を少なくする方法として、水着け工程における湿し水の
供給量を機上現像開始時は機上現像終了時に比べて大幅に多くする方法、機上現像時の印
刷シリンダー（版胴）の周速度を変化させる方法、等が知られている（例えば、特許文献
３参照。）。
　しかしながら、この方法のような通常の印刷シーケンスを用いる方法では、湿し水ロー
ラーに局所的な磨耗あるいは変形がある場合に水上がりに局所的なムラが発生し、得られ
た平版印刷版からの印刷物にムラが発生する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開平９－１２３３８７号公報
【特許文献２】特開平９－１２３３８８号公報
【特許文献３】特開２００４－３１４５３０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明の目的は、機上現像可能な平版印刷版原版用いた印刷方法であって、機上現像性
を良化（すなわち、印刷初期時の損紙枚数を減少)し、印刷物にムラを発生させないため
の簡易な印刷方法を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
＜１＞　アルミニウム支持体上に、印刷インキ及び湿し水の少なくともいずれかを供給す
ることにより現像される画像記録層を有する平版印刷版原版の印刷方法であって、印刷開
始時に下記（ｉ）～（ｖ）の工程を、（ｉ）（ｉｉ）（ｉｉｉ）（ｉｖ）（ｖ）の順又は
（ｉ）（ｉｉｉ）（ｉｉ）（ｉｖ）（ｖ）の順で行うことを特徴とする印刷方法。
　（ｉ）平版印刷版原版を画像様に露光した後、印刷機の版胴に装着する。
　（ｉｉ）印刷機の湿し水供給手段である水着けローラー、水着けローラーに水を給水す
るローラー、水量を安定化させるためのローラー、及びメータリングローラーの少なくと
ものいずれかに、有機溶剤を含む水溶液及び湿し水の少なくともいずれかをスプレー供給
する。
　（ｉｉｉ）給水ローラーを回転させ、水舟から供給された湿し水を水着けローラーに供
給する。
　（ｉｖ）水着けローラーを平版印刷版原版に接触させ、平版印刷版原版に水着けローラ
ーから湿し水を供給する。
　（ｖ）インキ着けローラーを平版印刷版原版に接触させ、平版印刷版原版にインキ着け
ローラーから印刷インキを供給し、インキ着けローラーを平版印刷版原版に接触させるの
と同時に又は接触させた後に、印刷用紙を供給する。
＜２＞　＜１＞に記載の印刷方法において、印刷開始時の（ｉ）～（ｖ）の工程が（ｉ）
（ｉｉ）（ｉｉｉ）（ｉｖ）（ｖ）の順であり、工程（ｉｉｉ）において給水ローラーを
１～５０回転させた後、水着けローラーを平版印刷版原版に接触させることを特徴とする
印刷
方法。
＜３＞　＜１＞又は＜２＞に記載の印刷方法において、工程(ｉｖ)で水着けローラーを平
版印刷版原版に接触させた後に、一旦接触を解除し、解除してから３０分以内に再度接触
させることを特徴とする印刷方法。



(4) JP 5740275 B2 2015.6.24

10

20

30

40

50

＜４＞　工程（ｉｉ）で噴射する有機溶剤を含む水溶液の有機溶剤が、水と混和できる溶
剤であることを特徴とする＜１＞～＜３＞のいずれか１項に記載の印刷方法。
＜５＞　有機溶剤がアルコール溶剤、エステル溶剤、エーテル溶剤、又はケトン溶剤であ
ることを特徴とする＜４＞に記載の印刷方法。
＜６＞　工程（ｉｉ）で噴射する湿し水が、印刷時に使用する湿し水と同一組成であり、
高濃度であることを特徴とする＜１＞～＜３＞のいずれか１項に記載の印刷方法。
＜７＞　画像記録層が赤外線吸収剤、重合開始剤、ラジカル重合性化合物、及びバインダ
ーポリマーを含有することを特徴とする＜１＞～＜６＞のいずれか１項に記載の印刷方法
。
＜８＞　バインダーポリマーが、ポリエチレンオキサイド又はポリプロピレンオキサイド
を側鎖に有するアクリル樹脂バインダーであることを特徴とする＜７＞に記載の印刷方法
。
＜９＞　平版印刷版原版が、アルミニウム支持体と画像記録層の間に、親水性基と支持体
表面に吸着する基を有する高分子化合物を有する下塗り層を有することを特徴とする＜１
＞～＜８＞のいずれか１項に記載の印刷方法。
　本発明は、上記＜１＞～＜９＞に記載の印刷方法に関するものであるが、その他の事項
についても参考のために記載する。
　１．アルミニウム支持体上に、印刷インキ及び湿し水の少なくともいずれかを供給する
ことにより現像される画像記録層を有する平版印刷版原版の印刷方法であって、印刷開始
時に下記（ｉ）～（ｖ）の工程を、（ｉ）（ｉｉ）（ｉｉｉ）（ｉｖ）（ｖ）の順又は（
ｉ）（ｉｉｉ）（ｉｉ）（ｉｖ）（ｖ）の順で行うことを特徴とする印刷方法。
　（ｉ）平版印刷版原版を画像様に露光した後、印刷機の版胴に装着する。
　（ｉｉ）印刷機の湿し水供給手段である水着けローラー、水着けローラーに水を給水す
るローラー、水量を安定化させるためのローラー、及びメータリングローラーの少なくと
ものいずれかに、湿し水及び有機溶剤を含む水溶液の少なくともいずれかをスプレー供給
する。
　（ｉｉｉ）給水ローラーを回転させる。
　（ｉｖ）水着けローラーを平版印刷版原版に接触させ、平版印刷版原版に水着けローラ
ーから湿し水を供給する。
　（ｖ）インキ着けローラーを平版印刷版原版に接触させ、平版印刷版原版にインキ着け
ローラーから印刷インキを供給し、インキ着けローラーを平版印刷版原版に接触させるの
と同時に又は接触させた後に、印刷用紙を供給する。
　２．前記１に記載の印刷方法において、印刷開始時の（ｉ）～（ｖ）の工程が（ｉ）（
ｉｉ）（ｉｉｉ）（ｉｖ）（ｖ）の順であり、工程（ｉｉｉ）において給水ローラーを１
～５０回転させた後、水着けローラーを平版印刷版原版に接触させることを特徴とする印
刷方法。
　３．前記１又は２のいずれかに記載の印刷方法において、工程(ｉｖ)で水着けローラー
を平版印刷版原版に接触させた後に、一旦接触を解除し、解除してから３０分以内に再度
接触させることを特徴とする印刷方法。
　４．工程（ｉｉ）で噴射する有機溶剤を含む水溶液の有機溶剤が、水と混和できる溶剤
であることを特徴とする前記１～３のいずれか１項に記載の印刷方法。
　５．有機溶剤がアルコール溶剤、エステル溶剤、エーテル溶剤、又はケトン溶剤である
ことを特徴とする前記４に記載の印刷方法。
　６．工程（ｉｉ）で噴射する湿し水が、印刷時に使用する湿し水と同一組成であり、高
濃度であることを特徴とする前記１～３のいずれか１項に記載の印刷方法。
　７．画像記録層が赤外線吸収剤、重合開始剤、ラジカル重合性化合物、及びバインダー
ポリマーを含有することを特徴とする前記１～６のいずれか１項に記載の印刷方法。
　８．バインダーポリマーが、ポリエチレンオキサイド又はポリプロピレンオキサイドを
側鎖に有するアクリル樹脂バインダーであることを特徴とする前記７に記載の印刷方法。
　９．平版印刷版原版が、アルミニウム支持体と画像記録層の間に、親水性基と支持体表
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面に吸着する基を有する高分子化合物を有する下塗り層を有することを特徴とする前記１
～８のいずれか１項に記載の印刷方法。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、印刷初期時の損紙枚数が減少し、印刷物にムラを発生させない簡易な
印刷方法を提供できる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】エピックデルタ給水装置の概念図である。
【図２】アルカラー給水装置の概念図である。
【図３】コモリマチック給水装置の概念図である。
【図４】（株）コモリコーポレーション製平版印刷機Spica26に付帯のコモリマチック給
水装置の概念図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、本発明の印刷方法及びそれに用いる機上現像型平版印刷版原版について説明する
が、最初に、本発明の印刷方法に関わる、印刷機の湿し水及びインキ供給機構について説
明する。
【００１３】
　印刷機には、インキや湿し水をそれぞれの供給源から版胴に供給するための複数のロー
ラー（インキローラー及び給水ローラー）が設けられている。これらのローラー群は駆動
源から駆動力を伝達されて自ら回転する駆動ローラーと駆動ローラーに対して従動して回
転する従動ローラーとが駆動ローラーに隣接して配設されている。 
【００１４】
　そして各ローラー上のインキや湿し水を隣接するローラーの周面に次々と転写していく
ことによりインキや湿し水を版胴へ供給し、版胴からブランケット胴を介して印刷用紙に
絵柄を印刷するようになっている。 
【００１５】
　給水ローラーとは、印刷機において、互いに接して回転することにより湿し水を伝達運
搬するための印刷機装置であって、水元ローラー、水着けローラー、水着けローラーに給
水するローラー、メータリングローラー、水量を安定化させるためのローラーから構成さ
れる。
　水元ローラーとは、周面の一部が水舟(湿し水を貯留する湿し水供給源)の水に浸される
ように構成されており、回転することによって水舟中の湿し水を水着けローラーに給水す
るローラー又はメータリングローラーに伝達するローラーである。
　水着けローラーに給水するローラー及びメータリングローラーは、上記水元ローラーか
ら供給された湿し水を、水着けローラーに伝達するローラーである。
　水着けローラーとは、水着けローラーに給水するローラー、又は水量を安定化させるた
めのローラーから供給された湿し水を、版胴に装着した平版印刷版に供給するローラーで
ある。
【００１６】
　これらのローラーは印刷機において、互いに接して回転することにより湿し水を伝達運
搬するための印刷機のローラー装置であって、円筒状の外周面が金属によって形成され、
周方向に回転可能なローラー、及び円筒状の外周面が弾性体によって形成され、前該ロー
ラーに隣接し、前該ローラーの回転に従属して周方向に回転可能なローラーである。
【００１７】
　図１～図４は、本発明の印刷方法の実施に用いることができる給水装置の例の概念図を
示す。 
　図１に示される給水装置はエピックデルタ給水装置であり、図２に示される給水装置は
アルカラー給水装置、図３に示される給水装置はコモリマチック給水装置である。いずれ
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も給水ローラー２０として、版胴１０に接する水着けローラー２１と、更にこれに接し、
水舟５０からの湿し水を水着けローラー２１に供給するローラー２２と、湿し水が入った
水舟５０に浸っている水元ローラー２３とを有している。更には水着けローラー２１に接
し水着けローラー２１上の水量を安定化させるためのローラー２４を有す場合がある。ロ
ーラー２４は給水方式によっては分配ローラーやライダーローラーなどと呼ばれることが
ある。また、インキ着けローラー３１やその上の練りローラー３２といったインキローラ
ー３０と給水ローラー２０とを橋渡しすることで間接給水方式にすることができるブリッ
ジローラー４０を有していてもよい。図３のようにブリッジローラーが存在する場合には
、ブリッジローラー経由の印刷インキが湿し水と同時に平版印刷版原版に供給されてもよ
い。
　また、本発明の印刷方法においては、ブリッジローラー４０は給水ローラー２０とイン
キローラー３０の少なくとも一方と接することなく、直接給水方式で湿し水が供給されて
もよい。
　図４に示される給水装置もコモリマチック給水装置であり、図３のコモリマチック給水
装置からブリッジローラー４０が除かれた直接給水方式専用の給水装置である。
【００１８】
［印刷方法］
　本発明の印刷方法は、アルミニウム支持体上に、印刷インキ及び湿し水の少なくとも一
方を供給することにより現像される画像記録層を有する平版印刷版原版の印刷方法であっ
て、印刷開始時に下記（ｉ）～（ｖ）の工程を、（ｉ）（ｉｉ）（ｉｉｉ）（ｉｖ）（ｖ
）の順又は（ｉ）（ｉｉｉ）（ｉｉ）（ｉｖ）（ｖ）の順で行うことを特徴とする。
　（ｉ）平版印刷版原版を画像様に露光した後、印刷機の版胴に装着する。
　（ｉｉ）印刷機の湿し水供給手段である水着けローラー、水着けローラーに水を給水す
るローラー、水量を安定化させるためのローラー、及びメータリングローラーの少なくと
ものいずれかに、湿し水及び有機溶剤を含む水溶液の少なくともいずれかをスプレー供給
する。
　（ｉｉｉ）給水ローラーを回転させる。
　（ｉｖ）水着けローラーを平版印刷版原版に接触させ、平版印刷版原版に水着けローラ
ーから湿し水を供給する。
　（ｖ）インキ着けローラーを平版印刷版原版に接触させ、平版印刷版原版にインキ着け
ローラーから印刷インキを供給し、インキ着けローラーを平版印刷版原版に接触させるの
と同時に又は接触させた後に、印刷用紙を供給する。
　以下、各工程について説明する。
【００１９】
＜(ｉ)平版印刷版原版を画像様に露光した後、印刷機の版胴に装着する。＞
【００２０】
　本発明において画像露光に用いられる光源としては、レーザーが好ましい。本発明に用
いられるレーザーは、特に限定されないが、波長７６０～１２００ｎｍの赤外線を照射す
る固体レーザー及び半導体レーザーなどが好適に挙げられる。
　赤外線レーザーに関しては、出力は１００ｍＷ以上であることが好ましく、１画素当た
りの露光時間は２０マイクロ秒以内であるのが好ましく、また照射エネルギー量は１０～
３００ｍＪ／ｃｍ２であるのが好ましい。レーザーにおいては、露光時間を短縮するため
マルチビームレーザーデバイスを用いるのが好ましい。
【００２１】
　露光された平版印刷版原版は、印刷機の版胴に装着される。レーザー露光装置付きの印
刷機の場合は、平版印刷版原版を印刷機の版胴に装着したのち画像露光される。
【００２２】
＜(ｉｉ)印刷機の湿し水供給手段である水着けローラー、水着けローラーに水を給水する
ローラー、水量を安定化させるためのローラー、及びメータリングローラーの少なくとも
のいずれかに、湿し水及び有機溶剤を含む水溶液の少なくともいずれかをスプレー供給す
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る。＞
　スプレー供給とは、スプレー噴射機構を有した容器や装置から、印刷オペレーターの手
によって、水着けローラー、水着けローラーに水を給水するローラー、水量を安定化させ
るためのローラー、及びメータリングローラーの少なくとものいずれかに対して湿し水又
は有機溶剤を含む水溶液を噴射供給することを言う。
　なかでも、水着けローラーに給水するローラー及びメータリングローラーの少なくとも
いずれかにスプレー供給することが好ましい。
　スプレー供給する手段は特に限定されないが、例えば、スプレー噴射機構を有した容器
から、印刷オペレーターの手によって噴射する手段、又は、スプレー装置を印刷幅方向に
複数配置することで、印刷幅方向に供給する液量をスプレー装置ごとに調整する装置によ
って噴射する手段などが挙げられる。
　印刷オペレーターの手によって噴射する手段の具体例としては、家庭用のスプレーボト
ル（霧吹き）、ハンドスプレーガン、自動スプレーガン、ポータブル噴霧機、洗浄瓶など
を挙げることができる。
　噴射する液量は装着した平版印刷版原版の単位面積に対して２～２００ml/ｍ２が好ま
しく、５～２００ml/ｍ２がより好ましい。この範囲内で良好な機上現像性及び印刷ムラ
の解消が得られる。液温は１０℃～３５℃が好ましい。特に１５℃～２５℃が好ましい。
【００２３】
＜(ｉｉｉ)給水ローラーを回転させる。＞
　水着けローラーを版に接触させずに、給水ローラーを回転させる。この操作によって水
元ローラー、水着けローラーに給水するローラー、水着けローラー間で(ｉｉ)の工程で噴
射した水溶液又は湿し水が水舟から供給された湿し水と混ざりながら、各ローラーに均一
に広がる。
　回転は、水着けローラーの回転数として１～５０回転が好ましく、２～２５回転がより
好ましく、３～２０回転が最も好ましい。回転させないと液が均一に広がらず、現像にム
ラができる。５０回転超過だと噴射した効果が低減する傾向となる。回転は一旦中止した
後に、再度回転を行ってもよい。
【００２４】
＜(ｉｖ)水着けローラーを平版印刷版原版に接触させ、平版印刷版原版に水着けローラー
から湿し水を供給する。＞
　水着けローラーを平版印刷版原版に接触させることにより、スプレーされた液と水舟か
らの湿し水が平版印刷版原版に供給され、画像記録層に浸透する。これら水溶液が画像記
録層に浸透することで画像記録層内での凝集力及び支持体（下塗り層を有する場合は下塗
り層）と画像記録層間の密着性が低下する。
　水着けローラーを原版面に接触後、インキ着けローラーを原版面に接触させるまでの版
胴の回転数は、０～５０回転が好ましく、１～２５回転がより好ましく、２～１０回転が
さらに好ましい。ここで、０回転は、水着けローラーとインキ着けローラーを同時に版面
に接触させてもよいことを意味する。
　版胴を原版面に接触させた後に、一旦接触を解除させ、再度接触させてもよい。この場
合、最初の水着けローラーの接触時間は、版胴の回転数で、１～５０回転が好ましく、１
～２５回転がより好ましく、１～１０回転がさらに好ましい。一旦接触を解除してから再
度接触させるまでの時間（待機時間）は３０分以内であることが好ましく、３～１０分が
より好ましく、５～８分が更に好ましい。再度接触後、次の（ｖ）のインキ着けローラー
を原版面に接触させるまでの版胴の回転数は０～５０回転が好ましく、１～２５回転がよ
り好ましく、１～１０回転がさらに好ましい。再度接触させる時に、同時に（ｖ）のイン
キ着けローラーの原版面接触を行ってもよい。
　水着けローラーを原版面に接触させた後に、一旦接触を解除させ、再度接触させる場合
、損紙減の観点からは、水着けローラーを原版面に接触させ、版胴を１～１０回転させた
後に、一旦接触を解除する。そのまま５～８分待機後、水着けローラーを原版面に再接触
させる。再接触後、次の（ｖ）のインキ着けローラーを原版面に接触させるまで、版胴を
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１～１０回転させる組合せが最も好ましい。
【００２５】
＜（ｖ）インキ着けローラーを平版印刷版原版に接触させ、平版印刷版原版にインキ着け
ローラーから印刷インキを供給し、インキ着けローラーを平版印刷版原版に接触させるの
と同時に又は接触させた後に、印刷用紙を供給する。＞
　インキ着けローラーを平版印刷版原版に接触させ、平版印刷版原版に印刷インキを供給
し、さらに印刷用紙を供給する。
　印刷用紙の供給は、インキ着けローラーを平版印刷版原版に接触させるのと同時に又は
接触させた後に行う。本発明は、画像記録層の未露光部が溶解的に除去又は脱膜的に除去
される場合があるが、脱膜的に除去されることが好ましい。脱膜的に除去する場合、イン
キのタックにより脱膜的に画像記録層の未露光部が除去され、インキのタックにより脱膜
された画像記録層は紙に転写される。
【００２６】
　本発明では、上記（ｉ）～（ｖ）の工程を（ｉ）（ｉｉ）（ｉｉｉ）（ｉｖ）（ｖ）の
順に行う第一の方法以外に、（ｉ）（ｉｉｉ）（ｉｉ）（ｉｖ）（ｖ）の順に行う第二の
方法を用いることもできる。第一の方法は、工程（ｉｉ）の後に、工程（ｉｉｉ）の給水
ローラの回転があることで、第二の方法に比べて、水舟からの湿し水と噴射供給される液
が混じりやすくなり、液がより均一化できる。そのため、液不均一が起因のムラを少なく
する上では、第一の方法、（ｉ）（ｉｉ）（ｉｉｉ）（ｉｖ）（ｖ）の順が、好ましい。
【００２７】
〔スプレー供給する水溶液〕
　スプレー供給する水溶液としては、湿し水又は有機溶剤を含有する水溶液が挙げられる
。有機溶剤を含有する水溶液に用いる有機溶剤は水溶性であるが好ましい。
【００２８】
〔有機溶剤を含む水溶液の説明〕
　有機溶剤を含む水溶液の有機溶剤としては、画像記録層を溶解又は膨潤させることので
きる溶剤であり、水と混和できるもの（水混和性溶剤）が好ましく、水と混合させて使用
することが好ましい。有機溶剤と水の混合比は有機溶剤：水が容量比で８０：２０～５：
９５が好ましく、７０：３０～１０：９０がより好ましく、６０：４０～２０：８０が最
も好ましい。
　有機溶剤（水混和性溶剤）の例として、メチルアセテート、ジエチレングリコールモノ
エチルエーテルアセテート、エチレングリコールモノメチルエーテルアセテート、エチレ
ングリコールモノエチルエーテルアセテート、グリセリントリアセタートなどのエステル
溶剤、エチルエーテル、テトラヒドロフラン、ポリエチレングリコールなどのエーテル溶
剤、アセトン、メチルエチルケトンなどのケトン溶剤、イソプロピルアルコール（ＩＰＡ
）、イソブチルアルコール、１－メトキシ－２－プロパノール、１－ブタノール、２－ブ
タノール、メタノール、エタノールなどのアルコール溶剤、エチレングリコールモノエチ
ルエーテル、エチレングリコールモノエチルエーテルアセテート、エチレングリコールモ
ノノルマルブチルエーテル、エチレングリコールモノメチルエーテル、プロピレングリコ
ールモノメチルエーテルアセテートなどのグリコール溶剤、N,N－ジメチルホルムアミド
、Ｎ－メチル－２－ピロリドンが挙げられ、アルコール溶剤、エステル溶剤、エーテル溶
剤、又はケトン溶剤であることが好ましい。
【００２９】
　また、有機溶剤を含む水溶液には、界面活性剤を添加することができる。界面活性剤と
しては、後述する湿し水に添加する界面活性剤を挙げることができる。
　一般的に水と混和できない有機溶剤でも界面活性剤を用いて水と混和させてもよい。
【００３０】
〔湿し水〕
　本発明におけるスプレー供給する水溶液として用いる湿し水は、印刷時に用いられる湿
し水と同じ組成の湿し水でも、別の組成の湿し水でもよい。印刷時に使用される湿し水と
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同じ組成の湿し水が（ｉｉｉ）の工程で液が馴染みやすく好ましい。同じ組成の湿し水を
使用する場合は、湿し水の濃度は特に限定されないが、印刷時に用いられる濃度より高濃
度の湿し水が好ましい。
【００３１】
　本発明におけるスプレー供給する水溶液として用いる湿し水は、溶剤の他に以下のもの
を含ませることができる。 
(a)濡れ性向上のための助剤 
(b)水溶性高分子化合物 
(c)ｐＨ調整剤 
(d)臭気マスキング剤 
(e)その他（（ｉ）防腐剤、（ｉｉ）キレート化剤、（ｉｉｉ）着色剤、（ｉｖ）防錆剤
、（ｖ）消泡剤など）
【００３２】
　湿し水に用いられる溶剤としては、特開2001-138659号、特開2001-180146号、特開2002
-178661号、特開2002-187375号、特開2002-187376号、特開2002-192853号、特開2003-398
47号、特開2003-170673号、特開2003-276357号、特開2003-285571号、特開2004-160869号
、特開2004-174892号、特開2004-181632号、特開2004-181858号などの公報に記載されて
いる溶剤が挙げられる．
　具体例としては、プロピレングリコールモノプロピルエーテル、ジプロピレングリコー
ルモノプロピルエーテル、トリプロピレングリコールモノプロピルエーテル、プロピレン
グリコールモノイソプロピルエーテル、ジプロピレングリコールモノイソプロピルエーテ
ル、トリプロピレングリコールモノイソプロピルエーテル、プロピレングリコールモノブ
チルエーテル、ジプロピレングリコールモノブチルエーテル、トリプロピレングリコール
モノブチルエーテル、プロピレングリコールモノイソブチルエーテル、ジプロピレングリ
コールモノイソブチルエーテル、トリプロピレングリコールモノイソブチルエーテル、プ
ロピレングリコールモノターシャリブチルエーテル、ジプロピレングリコールモノターシ
ャリブチルエーテル及びトリプロピレングリコールモノターシャリブチルエーテル、プロ
ピレングリコールモノn-ペンチルエーテル、ジプロピレングリコールモノn-ペンチルエー
テル、プロピレングリコールモノイソペンチルエーテル、ジプロピレングリコールモノイ
ソペンチルエーテル、プロピレングリコールモノn-ヘキサンエーテル、ジプロピレングリ
コールモノn-ヘキサンエーテル、ジプロピレングリコールモノメチルペンチルエーテル、
プロピレングリコールモノ2-エチルブチルエーテルなどが挙げられる。これらの化合物を
１種単独で、あるいは２種以上を併用して使用することができる。
　中でも、プロピレングリコールモノイソプロピルエーテル、プロピレングリコールモノ
ｎ－ブチルエーテル、プロピレングリコールモノｔ－ブチルエーテル、ジプロピレングリ
コールモノｎ－ブチルエーテル、ジプロピレングリコールモノｔ－ブチルエーテル、プロ
ピレングリコールモノn-ペンチルエーテル、プロピレングリコールモノイソペンチルエー
テルなどが好ましく使用できる。
【００３３】
　上記化合物の湿し水組成物における含有量は、湿し水組成物の全質量に基づいて０．２
～８質量％が適当であり、より好ましくは０．５～５質量％である。この範囲内で、ロー
ラーストリップや平版印刷版の耐刷不良等を起こすことなく、版面に対する湿し水の良好
な濡れ性が得られる。
【００３４】
　(a)濡れ性向上の助剤として、界面活性剤や他の溶剤を使用することができる。界面活
性剤のうち、例えばアニオン型界面活性剤としては、脂肪酸塩類、アビエチン酸塩類、ヒ
ドロキシアルカンスルホン酸塩類、アルカンスルホン酸塩類、ジアルキルスルホ琥珀酸塩
類、直鎖アルキルベンゼンスルホン酸塩類、分岐鎖アルキルベンゼンスルホン酸塩類、ア
ルキルナフタレンスルホン酸塩類、アルキルフェノキシポリオキシエチレンプロピルスル
ホン酸塩類、ポリオキシエチレンアルキルスルフェニルエーテル塩類、Ｎ－メチル－Ｎ－
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オレイルタウリンナトリウム塩類、Ｎ－アルキルスルホ琥珀酸モノアミド二ナトリウム塩
類、石油スルホン酸塩類、硫酸化ひまし油、硫酸化牛脂油、脂肪酸アルキルエステルの硫
酸エステル塩類、アルキル硫酸エステル塩類、ポリオキシエチレンアルキルエーテル硫酸
エステル塩類、脂肪酸モノグリセリド硫酸エステル塩類、ポリオキシエチレンアルキルフ
ェニルエーテル硫酸エステル塩類、ポリオキシエチレンスチリルフェニルエーテル硫酸エ
ステル塩類、アルキル燐酸エステル塩類、ポリオキシエチレンアルキルエーテル燐酸エス
テル塩類、ポリオキシエチレンアルキルフェニルエーテル燐酸エステル塩類、スチレン－
無水マレイン酸共重合物の部分けん化物類、オレフィン－無水マレイン酸共重合物の部分
けん化物類、ナフタレンスルホン酸塩ホルマリン縮合物類等が挙げられる。これらの中で
もジアルキルスルホ琥珀酸塩類、アルキル硫酸エステル塩類及びアルキルナフタレンスル
ホン酸塩類が特に好ましく用いられる。 
【００３５】
　非イオン型界面活性剤としては、ポリオキシエチレンアルキルエーテル類、ポリオキシ
エチレンアルキルフェニルエーテル類、ポリオキシエチレンポリスチリルフェニルエーテ
ル類、ポリオキシエチレンポリオキシプロピレンアルキルエーテル類、グリセリン脂肪酸
部分エステル類、ソルビタン脂肪酸部分エステル類、ペンタエリスリトール脂肪酸部分エ
ステル類、プロピレングリコールモノ脂肪酸エステル類、蔗糖脂肪酸部分エステル類、ポ
リオキシエチレンソルビタン脂肪酸部分エステル類、ポリオキシエチレンソルビトール脂
肪酸部分エステル類、ポリエチレングリコール脂肪酸エステル類、ポリグリセリン脂肪酸
部分エステル類、ポリオキシエチレン化ひまし油類、ポリオキシエチレングリセリン脂肪
酸部分エステル類、脂肪酸ジエタノールアミド類、Ｎ，Ｎ－ビス－２－ヒドロキシアルキ
ルアミン類、ポリオキシエチレンアルキルアミン類、トリエタノールアミン脂肪酸エステ
ル類、ポリオキシエチレン－ポリオキシプロピレンブロックポリマー類、トリアルキルア
ミンオキシド類などが挙げられる。その他、弗素系界面活性剤、シリコン系界面活性剤も
使用することができる。界面活性剤を使用する場合、その含有量は発泡の点を考慮すると
、１質量％以下、好ましくは０．００１～０．５質量％が適当である。また、２種以上併
用することもできる。 
【００３６】
　助剤としてはその他に、エチレングリコールモノメチルエーテル、ジエチレングリコー
ルモノメチルエーテル、トリエチレングリコールモノメチルエーテル、テトラエチレング
リコールモノメチルエーテル、エチレングリコールモノエチルエーテル、ジエチレングリ
コールモノエチルエーテル、トリエチレングリコールモノエチルエーテル、テトラエチレ
ングリコールモノエチルエーテル、エチレングリコールモノプロピルエーテル、ジエチレ
ングリコールモノプロピルエーテル、トリエチレングリコールモノプロピルエーテル、テ
トラエチレングリコールモノプロピルエーテル、エチレングルコールモノイソプロピルエ
ーテル、ジエチレングルコールモノイソプロピルエーテル、トリエチレングルコールモノ
イソプロピルエーテル、テトラエチレングルコールモノイソプロピルエーテル、 
【００３７】
エチレングリコールモノブチルエーテル、エチレングリコールモノターシャリブチルエー
テル、ジエチレングリコールモノブチルエーテル、トリエチレングリコールモノブチルエ
ーテル、テトラエチレングリコールモノブチルエーテル、エチレングリコールモノイソブ
チルエーテル、ジエチレングリコールモノイソブチルエーテル、トリエチレングリコール
モノイソブチルエーテル、テトラエチレングリコールモノイソブチルエーテル、エチレン
グリコールモノターシャリブチルエーテル、ジエチレングリコールモノターシャリブチル
エーテル、トリエチレングリコールモノターシャリブチルエーテル、テトラエチレングリ
コールモノターシャリブチルエーテル、 
【００３８】
エチレングリコール、ジエチレングリコール、トリエチレングリコール、ブチレングリコ
ール、ヘキシレングリコール、２－エチル－１，３－ヘキサンジオール、３－メトキシ－
３－メチル－１－ブタノール、１－ブトキシ－２－プロパノール、グリセリン、ジグリセ
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リン、ポリグリセリン、トリメチロールプロパン、１-位が炭素原子数１～８のアルキル
基で置換された２－ピロリドン誘導体などが挙げられる。これらの中でも特にエチレング
リコールモノターシャリブチルエーテルと３－メトキシ－３－メチル－１－ブタノールが
好ましい。これらの溶剤は単独で用いても、２種以上を併用してもよい。一般にこれらの
溶剤は、湿し水の全質量に基づいて０．０２～１質量％の範囲で使用するのが適当で、好
ましくは０．０５～０．５質量％である。 
【００３９】
　本発明で用いる湿し水に使用する(b)水溶性高分子化合物としては、例えばアラビアガ
ム、澱粉誘導体（例えば、デキストリン、酵素分解デキストリン、ヒドロキシプロピル化
酵素分解デキストリン、カルボキシメチル化澱粉、リン酸澱粉、オクテニルコハク化澱粉
）、アルギン酸塩、繊維素誘導体（例えば、カルボキシメチルセルロース、カルボキシエ
チルセルロース、メチルセルロース、ヒドロキシエチルセルロース）等の天然物及びその
変性体、ポリエチレングリコール及びその共重合体、ポリビニルアルコール及びその誘導
体、ポリアクリルアミド及びその共重合体、ポリアクリル酸及びその共重合体、ビニルメ
チルエーテル／無水マレイン酸共重合体、酢酸ビニル／無水マレイン酸共重合体、ポリス
チレンスルホン酸及びその共重合体の合成物、ポリビニルピロリドン等が挙げられる。こ
れらの中でもカルボキシメチルセルロース、ヒドロキシエチルセルロースは特に好ましい
。水溶性高分子化合物の含有量は、湿し水に対して０．００１～０．５質量％が適してお
り、より好ましくは、０．００５～０．２質量％である。 
【００４０】
　本発明に使用される湿し水に用いられる(c)ｐＨ調整剤としては、水溶性の有機酸、無
機酸及びそれらの塩類から選ばれる少なくとも１種が使用できる。これらの化合物は湿し
水のｐＨ調整あるいはｐＨ緩衝、平版印刷版支持体の適度なエッチング又は防腐食に効果
がある。好ましい有機酸としては、例えばクエン酸、アスコルビン酸、リンゴ酸、酒石酸
、乳酸、酢酸、グルコン酸、ヒドロキシ酢酸、蓚酸、マロン酸、レブリン酸、スルファニ
ル酸、ｐ－トルエンスルホン酸、フィチン酸、有機ホスホン酸等が挙げられる。無機酸と
しては例えばリン酸、硝酸、硫酸、ポリリン酸が挙げられる。更にこれら有機酸及び無機
酸のアルカリ金属塩、アルカリ土類金属塩あるいはアンモニウム塩、有機アミン塩も好適
に用いられる。これらの有機酸、無機酸及びこれらの塩類から１種を単独で使用しても、
あるいは２種以上の混合物として使用してもよい。 
【００４１】
　これらｐＨ調整剤の湿し水への添加量は有機酸、無機酸及びこれらの塩類を合わせて０
．００１質量％以上０．１質量％以下の範囲が適当である。０．００１質量％以上である
と、平版印刷版の支持体であるアルミニウムのエッチング力により印刷時の汚れが良好で
ある。一方、０．１質量％以下であれば、印刷機の錆びの点において好ましい。 湿し水
のｐＨ値は３～７の範囲の酸性領域で用いることが好ましいが、アルカリ金属水酸化物、
リン酸、アルカリ金属塩、炭酸アルカリ金属塩、ケイ酸塩などを含有したｐＨ７～１１の
アルカリ性領域で用いることもできる。 
【００４２】
　(d)臭気マスキング剤としては、従来香料としての用途が知られているエステルを含む
。例えば下記一般式(Ｉ)で示されるものがある。 
　　　　　　　　Ｒ 1－ＣＯＯＲ 2 （Ｉ） 
　一般式(Ｉ)の化合物において、式中Ｒ 1は炭素原子数１～１５のアルキル基、アルケニ
ル基又はアラルキル基、あるいはフェニル基である。アルキル基又はアルケニル基の場合
、その炭素原子数は好ましくは４～８である。Ｒ1がアルキル基、アルケニル基又はアラ
ルキル基を表す場合、それらは直鎖でも分岐鎖でもよい。アルケニル基は特に二重結合を
１個有するものが適当である。アラルキル基としては、ベンジル基やフェニルエチル基が
挙げられる。なお、Ｒ1で示されるアルキル基、アルケニル基又はアラルキル基、あるい
はフェニル基の１以上の水素原子が、ヒドロキシル基又はアセチル基で置換されていても
よい。Ｒ２は炭素原子数３～１０のアルキル基、アラルキル基又はフェニル基であって、
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それらは直鎖でも分岐鎖でもよい。アルキル基の場合、その炭素原子数は好ましくは３個
から９個である。アラルキル基としては、ベンジル基やフェニルエチル基が挙げられる。
【００４３】
　使用できる(d)臭気マスキング剤として具体的に、蟻酸、酢酸、プロピオン酸、酪酸、
イソ酪酸、２－エチル酪酸、吉草酸、イソ吉草酸、２－メチル吉草酸、ヘキサン酸（カプ
ロン酸）、４－メチルペンタン酸（イソヘキサン酸）、２－ヘキセン酸、４－ペンテン酸
、ヘプタン酸、２－メチルヘプタン酸、オクタン酸（カプリル酸）、ノナン酸、デカン酸
（カプリン酸）、２－デセン酸、ラウリン酸又はミリスチン酸のエステルが挙げられる。
その他、フェニル酢酸ベンジル、アセト酢酸エチルやアセト酢酸２－ヘキシルといったア
セト酢酸エステル等もある。中でも好ましいものとして、酢酸ｎ－ペンチル、酢酸イソペ
ンチル、酪酸ｎ－ブチル、酪酸ｎ－ペンチル及び酪酸イソペンチルが挙げられ、特に酪酸
ｎ－ブチル、酪酸ｎ－ペンチル及び酪酸イソペンチルが好適である。これらの臭気マスキ
ング剤(d)の湿し水における含有量は、湿し水の全質量に基づいて０．００１～０．５質
量％が適当で、より好ましくは０．００２～０．２質量％である。これらを使用すること
により、作業環境をより改善することができる。また。バニリン、エチルバニリン等を併
用してもよい。 
【００４４】
　本発明で用いる湿し水に使用する(e)(i)防腐剤としては、フェノール又はその誘導体、
ホルマリン、イミダゾール誘導体、デヒドロ酢酸ナトリウム、４－イソチアゾリン－３－
オン誘導体、ベンズトリアゾール誘導体、アミジン又はグアニジンの誘導体、四級アンモ
ニウム塩類、ピリジン、キノリン又はグアニジンの誘導体、ダイアジン又はトリアゾール
の誘導体、オキサゾール又はオキサジンの誘導体、ブロモニトロアルコール系のブロモニ
トロプロパノール、１，１－ジブロモ－１－ニトロ－２－エタノール、３－ブロモ－３－
ニトロペンタン－２，４－ジオール等が挙げられる。好ましい添加量は細菌、カビ、酵母
等に対して、安定に効力を発揮する量であって、細菌、カビ、酵母の種類によっても異な
るが、湿し水に対し、０．００１～０．５質量％の範囲が好ましく、また種々のカビ、細
菌、酵母に対して効力のあるような２種以上の防腐剤を併用することが好ましい。 
【００４５】
　本発明で用いる湿し水は、さらに、(e)(ｉｉ)キレート化剤を含んでいてもよい。湿し
水は、使用時に通常湿し水濃縮組成物に、水道水、井戸水などを加えて希釈して調製され
るが、この際、希釈する水道水や井戸水に含まれているカルシウムイオン等が印刷に悪影
響を与え、印刷物を汚れ易くする原因となることもある。このような場合、キレート化剤
を添加しておくことにより、上記欠点を解消することができる。好ましいキレート化剤と
しては例えば、エチレンジアミンテトラ酢酸、そのカリウム塩、そのナトリウム塩；ジエ
チレントリアミンペンタ酢酸、そのカリウム塩、ナトリウム塩；トリエチレンテトラミン
ヘキサ酢酸、そのカリウム塩、そのナトリウム塩、ヒドロキシエチルエチレンジアミント
リ酢酸、そのカリウム塩、そのナトリウム塩；ニトリロトリ酢酸、そのナトリウム塩；１
－ヒドロキシエタン－１，１－ジホスホン酸、そのカリウム塩、そのナトリウム塩；アミ
ノトリ（メチレンホスホン酸）、そのカリウム塩、そのナトリウム塩などのような有機ホ
スホン酸類あるいはホスホノアルカントリカルボン酸類を挙げることができる。上記のキ
レート剤のナトリウム塩あるいはカリウム塩の代わりに、有機アミンの塩も有効である。
これらのキレート化剤は使用時の湿し水中に安定に存在し、印刷性を阻害しないものが選
ばれる。使用時の湿し水中のキレート化合物の含有量としては、０．０００１～０．５質
量％が適当で、好ましくは０．０００５～０．２質量％である。 
【００４６】
　本発明で用いる湿し水に使用する(e)(ｉｉｉ)着色剤としては、食品用色素等が好まし
く使用できる。例えば、黄色色素としてはＣＩNo. １９１４０、１５９８５、赤色色素と
してはＣＩNo. １６１８５、４５４３０、１６２５５、４５３８０、４５１００、紫色色
素としてはＣＩNo. ４２６４０、青色色素としてはＣＩNo.４２０９０、７３０１５、緑
色色素としてはＣＩNo. ４２０９５、等が挙げられる。本発明で用いる湿し水に使用する
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(e)(ｉｖ)防錆剤としては、例えばベンゾトリアゾール、５－メチルベンゾトリアゾール
、チオサリチル酸、ベンゾイミダゾール及びその誘導体等が挙げられる。本発明で用いる
湿し水に使用する(e)（ｖ）消泡剤としてはシリコン消泡剤が好ましく、その中で乳化分
散型及び可溶化型等いずれも使用することができる。
【００４７】
　本発明におけるスプレー供給する水溶液用の湿し水としては、市販の平版印刷用湿し水
を用いることもできる。市販の湿し水は、一般に濃縮液で販売されているので、濃縮液の
まま使うこともできるし、水で適宜希釈して用いてもよい。
　市販品の湿し水の例としては、富士フイルム（株）のECOLITY－２、ECOLITY－Ｗ１、（
株）日研化学研究所のアストロマーク３、東京インキ（株）のＣＤＳ－７０９、光陽化学
工業（株）のＳＯＬＡＩＡ（ソライア）５０３等が挙げられる。
【００４８】
〔機上現像型平版印刷版原版〕
　本発明に用いる平版印刷版原版は、機上現像可能な平版印刷版原版であり、アルミニウ
ム支持体上に、湿し水及び印刷インキの少なくとも一方で除去可能なラジカル重合型の画
像記録層を有することが好ましい。また、本発明に用いる平版印刷版原版は、アルミニウ
ム支持体とラジカル重合型の画像記録層の間に、親水性基と支持体表面に吸着する基を有
する高分子化合物を有する下塗り層を有することが好ましい。さらに、本発明の平版印刷
版原版は、画像記録層の上に酸素遮断性の保護層を有することが好ましい。
　以下、本発明に用いる平版印刷版原版の要素、成分などについて説明する。
　なお、以下の説明に記載のポリマーにおける繰り返し単位の比はモル比である。
【００４９】
（画像記録層）
　本発明の画像記録層は、ラジカル重合型の画像記録層であることが好ましい。また、画
像記録層は、赤外線吸収染料、ラジカル重合性化合物、重合開始剤、及びバインダーポリ
マーを含有することが好ましい。また、バインダーポリマーは、画像記録層の皮膜特性や
機上現像性の向上のため、ポリエチレンオキサイド又はポリプロピレンオキサイドを側鎖
に有するアクリル樹脂バインダーであることが好ましい。
【００５０】
〔ポリエチレンオキサイド又はポリプロピレンオキサイドを側鎖に有するアクリル樹脂〕
　本発明に用いるポリエチレンオキサイド又はポリプロピレンオキサイドを側鎖に有する
アクリル樹脂としては、下記式（II）で表されるエーテル基を側鎖に有するポリマーが好
ましい。また、ポリエチレンオキサイド又はポリプロピレンオキサイドを側鎖に有するア
クリル樹脂は、溶剤に対する溶解性が高いために、本発明において水に混用させた溶剤は
、水浸透性、脱膜現像性を促進させることができ、本発明の印刷方法に適している。
【００５１】
【化１】

【００５２】
　式（II）中、Ｒは水素原子又はメチル基を表し、ａは１であり、ｌは２～１２０の整数
を表す。ｌは好ましくは２～６０の整数であり、より好ましくは２～５０の整数、さらに
好ましくは２～２０の整数である。 
【００５３】
　本発明のバインダーポリマーは機上現像性などの諸性能を向上させるために、親水性基
を有するラジカル重合性化合物を共重合させてもよい。このような親水性基としては、ア
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ルカリ可溶性基でないことが好ましく、たとえば、アミド基、ヒドロキシル基、オニウム
塩基などがあり、好ましいのはアミド基、ヒドロキシル基、である。親水性基を有するラ
ジカル重合性化合物の具体例としては、例えば、アクリルアミド、メタクリルアミド、Ｎ
，Ｎ-ジメチルアクリルアミド、Ｎ－イソプロピルアクリルアミド、Ｎ－ビニルピロリド
ン、Ｎ－ビニルアセトアミド、Ｎ－アクリロイルモルホリン、２－ヒドロキシエチルアク
リレート、２－ヒドロキシエチルメタクリレートが挙げられる。これらを１種あるいは１
種以上用いることができ、これらの共重合成分の好適に使用される含有量は、０～８５モ
ル％であり、特に好ましくは５～７０モル％である。 
【００５４】
　本発明のバインダーポリマーは画像強度などの諸性能を向上する目的で、本発明の効果
を損なわない限りにおいて、前述のラジカル重合性化合物に加えて、さらに、他のラジカ
ル重合性化合物を共重合させることも好ましい態様である。本発明においてバインダーポ
リマーに共重合させることができるラジカル重合性化合物としては、例えば、アクリル酸
エステル類、メタクリル酸エステル類、N,N-2置換アクリルアミド類、N,N-2置換メタクリ
ルアミド類、スチレン類、アクリロニトリル類、メタクリロニトリル類などから選ばれる
ラジカル重合性化合物が挙げられる。 
【００５５】
　具体的には、例えば、アルキルアクリレート(該アルキル基の炭素原子数は1～20のもの
が好ましい)等のアクリル酸エステル類、(具体的には、例えば、アクリル酸メチル、アク
リル酸エチル、アクリル酸プロピル、アクリル酸ブチル、アクリル酸アミル、アクリル酸
エチルヘキシル、アクリル酸オクチル、アクリル酸－t－オクチル、クロルエチルアクリ
レート、2,2－ジメチルヒドロキシプロピルアクリレート、5－ヒドロキシペンチルアクリ
レート、トリメチロールプロパンモノアクリレート、ペンタエリヌリトールモノアクリレ
ート、グリシジルアクリレート、ベンジルアクリレート、メトキシベンジルアクリレート
、フルフリルアクリレート、テトラヒドロフルフリルアクリレートなど)、アリールアク
リレート(例えば、フェニルアクリレートなど)、アルキルメタクリレート(該アルキル基 
の炭素原子は1～20のものが好ましい)等のメタクリル酸エステル類(例えば、メチルメタ 
クリレート、エチルメタクリレート、プロピルメタクリレート、イソプロピルメタクリレ
ート、アミルメタクリレート、ヘキシルメタクリレート、シクロヘキシルメタクリレート
、ベンジルメタクリレート、クロルベンジルメタクリレート、オクチルメタクリレート、
4－ヒドロキシブチルメタクゾレート、5－ヒドロキシペンチルメタクリレート、2,2－ジ
メチル－3－ヒドロキシプロピルメタクリレート、トリメチロールプロパンモノメタクリ
レート、ペンタエリスリトールモノメタクリレート、グリシジルメタクリレート、フルフ
リルメタクリレート、テトラヒドロフルフリルメタクリレートなど）、アリールメタクリ
レート(例えば、フェニルメタクリレート、クレジルメタクリレート、ナフチルメタクリ
レートなど)、スチレン及びスチレン誘導体、例えばアルキルスチレン(例えば、メチルス
チレン、ジメチルスチレン、トリメチルスチレン、エチルスチレン、ジエチルスチレン、
イソプロピルスチレン、ブチルスチレン、ヘキシルスチレン、シクロヘキシルスチレン、
デシルスチレン、ベンジルスチレン、クロルメチルスチレン、トリフルオルメチルスチレ
ン、エトキシメチルスチレン、アセトキシメチルスチレンなど)、アルコキシスチレン(例
えばメトキシスチレン、4－メトキシ－3－メチルスチレン、ジメトキシスチレンなど)、
ハロゲンスチレン(例えばクロルスチレン、ジクロルスチレン、トリクロルスチレン、テ
トラクロルスチレン、ペンタクロルスチレン、プロムスチレン、ジブロムスチレン、ヨー
ドスチレン、フルオルスチレン、トリフルオルスチレン、2－ブロム－4－トリフルオルメ
チルスチレン、4－フルオル－3－トリフルオルメチルスチレンなど)、アクリロニトリル
、メタクリロニトリル等が挙げられる。 
【００５６】
　これらラジカル重合性化合物のうち、好適に使用されるのは、アクリル酸エステル類、
メタクリル酸エステル類、スチレン類である。これらを１種あるいは２種以上用いること
ができ、これら共重合成分の好適に使用される含有量は、０～９５モル%であり、特に好
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ましくは、２０～９０モル%である。 
【００５７】
　上記のバインダーポリマーは、画像部の皮膜強度を向上するために、架橋性を有してい
てもよい。上記ポリマーに架橋性を持たせるためには、エチレン性不飽和結合などの架橋
性官能基を高分子の主鎖中又は側鎖中、好ましくは側鎖にに導入すればよい。架橋性官能
基は、共重合により導入してもよい。
　分子の側鎖中にエチレン性不飽和結合を有するポリマーの例としては、アクリル酸又は
メタクリル酸のエステル又はアミドのポリマーであって、エステル又はアミドの残基（－
ＣＯＯＲ又は－ＣＯＮＨＲのＲ）がエチレン性不飽和結合を有するポリマーを挙げること
ができる。
【００５８】
　エチレン性不飽和結合を有する残基（上記Ｒ）の例としては、－（ＣＨ2 ）n ＣＲ1 ＝
ＣＲ2 Ｒ3 、－（ＣＨ2 Ｏ）n ＣＨ2 ＣＲ1 ＝ＣＲ2 Ｒ3 、－（ＣＨ2 ＣＨ2 Ｏ）n ＣＨ

2 ＣＲ1 ＝ＣＲ2 Ｒ3 、－（ＣＨ2 ）n ＮＨ－ＣＯ－Ｏ－ＣＨ2 ＣＲ1 ＝ＣＲ2 Ｒ3 、－
（ＣＨ2 ）n －Ｏ－ＣＯ－ＣＲ1 ＝ＣＲ2 Ｒ3 及び（ＣＨ2 ＣＨ2 Ｏ）2 －Ｘ（式中、Ｒ
1 ～Ｒ3 はそれぞれ、水素原子、ハロゲン原子又は炭素原子数１～２０のアルキル基、ア
リール基、アルコキシ基もしくはアリールオキシ基を表し、Ｒ1 とＲ2 又はＲ3 とは互い
に結合して環を形成してもよい。ｎは、１～１０の整数を表す。Ｘは、ジシクロペンタジ
エニル残基を表す。）を挙げることができる。
【００５９】
　エステル残基の具体例としては、－ＣＨ2 ＣＨ＝ＣＨ2 （特公平７－２１６３３号公報
に記載されている。）、－ＣＨ2 ＣＨ2 Ｏ－ＣＨ2 ＣＨ＝ＣＨ2 、－ＣＨ2 Ｃ（ＣＨ3 ）
＝ＣＨ2 、－ＣＨ2 ＣＨ＝ＣＨ－Ｃ6 Ｈ5 、－ＣＨ2 ＣＨ2 ＯＣＯＣＨ＝ＣＨ－Ｃ6 Ｈ5 

、－ＣＨ2 ＣＨ2 －ＮＨＣＯＯ－ＣＨ2 ＣＨ＝ＣＨ2 及びＣＨ2 ＣＨ2 Ｏ－Ｘ（式中、Ｘ
はジシクロペンタジエニル残基を表す。）が挙げられる。
　アミド残基の具体例としては、－ＣＨ2 ＣＨ＝ＣＨ2 、－ＣＨ2 ＣＨ2 －Ｙ（式中、Ｙ
はシクロヘキセン残基を表す。）、－ＣＨ2 ＣＨ2 －ＯＣＯ－ＣＨ＝ＣＨ2 が挙げられる
。
【００６０】
　架橋性を有するバインダーポリマーは、例えば、その架橋性官能基にフリーラジカル（
重合開始ラジカル又は重合性化合物の重合過程の生長ラジカル）が付加し、ポリマー間で
直接に又は重合性化合物の重合連鎖を介して付加重合して、ポリマー分子間に架橋が形成
されて硬化する。又は、ポリマー中の原子（例えば、官能性架橋基に隣接する炭素原子上
の水素原子）がフリーラジカルにより引き抜かれてポリマーラジカルが生成し、それが互
いに結合することによって、ポリマー分子間に架橋が形成されて硬化する。
【００６１】
　バインダーポリマー中の架橋性基の含有量（ヨウ素滴定によるラジカル重合可能な不飽
和二重結合の含有量）は、高分子化合物１ｇ当たり、好ましくは０．１～１０．０ｍｍｏ
ｌ、より好ましくは１．０～７．０ｍｍｏｌ、最も好ましくは２．０～５．５ｍｍｏｌで
ある。この範囲で、良好な感度と良好な保存安定性が得られる。
【００６２】
　本発明に係るバインダーポリマーは単独重合体でもよいが、一般式（II）で表される基
を有するラジカル重合性化合物１種以上と上述の他のラジカル重合性化合物１種以上との
共重合体である場合、その共重合体の構成として、ブロック共重合体、ランダム共重合体
、グラフト共重合体のいずれであってもよい。 
　本発明に係るバインダーポリマーは、質量平均モル質量（Ｍｗ）で、好ましくは２，０
００以上であり、さらに好ましくは、５，０００～３００，０００の範囲である。また、
本発明に係るバインダーポリマー中には、未反応の単量体を含んでいてもよい。この場合
、バインダーポリマーに占める単量体の割合は、１５質量%以下が望ましい。
【００６３】
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　本発明の画像記録層に含まれるバインダーポリマーの含有量は固形分で好ましくは約５
～９５質量%であり、より好ましくは、約１０～８５質量%である。この範囲内で、良好な
画像部強度と画像形成性が得られる。 
【００６４】
　本発明におけるバインダーポリマーの具体例を以下に示すがこれらに限定されない。 
【００６５】
【化２】

【００６６】
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【００６７】
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【００６８】
【化５】

【００６９】
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【００７０】
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【化７】

【００７１】
〔赤外線吸収染料〕
　赤外線吸収染料は、吸収した赤外線を熱に変換する機能と赤外線により励起して後述の
重合開始剤に電子移動及びエネルギー移動の少なくとも一方をする機能を有する。本発明
において使用される赤外線吸収染料は、波長７６０～１２００ｎｍに吸収極大を有する染
料である。
【００７２】
　染料としては、市販の染料及び例えば、「染料便覧」（有機合成化学協会編集、昭和４
５年刊）等の文献に記載されている公知のものが利用できる。具体的には、アゾ染料、金
属錯塩アゾ染料、ピラゾロンアゾ染料、ナフトキノン染料、アントラキノン染料、フタロ
シアニン染料、カルボニウム染料、キノンイミン染料、メチン染料、シアニン染料、スク
アリリウム色素、ピリリウム塩、金属チオレート錯体等の染料が挙げられる。
　これらの染料のうち特に好ましいものとしては、シアニン色素、スクアリリウム色素、
ピリリウム塩、ニッケルチオレート錯体、インドレニンシアニン色素が挙げられる。更に
、シアニン色素やインドレニンシアニン色素が好ましく、特に好ましい例として下記一般
式（ａ）で示されるシアニン色素が挙げられる。
【００７３】
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【化８】

【００７４】
　一般式（ａ）中、Ｘ１は、水素原子、ハロゲン原子、－Ｎ（Ｒ９）（Ｒ１０）、－Ｘ２

－Ｌ１又は以下に示す基を表す。ここで、Ｒ９及びＲ１０は、それぞれ同じでも異なって
いてもよく、置換基を有していてもよい炭素原子数６～１０の芳香族炭化水素基、炭素原
子数１～８のアルキル基、水素原子を表し、またＲ９とＲ１０とが互いに結合して環を形
成してもよい。なかでもフェニル基が好ましい。Ｘ２は酸素原子又は硫黄原子を示し、Ｌ
１は、炭素原子数１～１２の炭化水素基、ヘテロ原子を有する芳香族環、ヘテロ原子を含
む炭素原子数１～１２の炭化水素基を示す。なお、ここでヘテロ原子とは、Ｎ、Ｓ、Ｏ、
ハロゲン原子、Ｓｅを示す。以下に示す基において、Ｘａ－は後述するＺａ－と同様に定
義され、Ｒａは、水素原子、アルキル基、アリール基、置換又は無置換のアミノ基、ハロ
ゲン原子より選択される置換基を表す。
【００７５】

【化９】

【００７６】
　Ｒ１及びＲ２は、それぞれ独立に、炭素原子数１～１２の炭化水素基を示す。画像記録
層塗布液の保存安定性から、Ｒ１及びＲ２は、炭素原子数２個以上の炭化水素基であるこ
とが好ましく、またＲ１とＲ２は互いに連結し環を形成してもよく、環を形成する際は５
員環又は６員環を形成していることが特に好ましい。
【００７７】
　Ａｒ１、Ａｒ２は、それぞれ同じでも異なっていてもよく、置換基を有していてもよい
アリール基を示す。好ましいアリール基としては、ベンゼン環及びナフタレン環が挙げら
れる。また、好ましい置換基としては、炭素原子数１２個以下の炭化水素基、ハロゲン原
子、炭素原子数１２個以下のアルコキシ基が挙げられる。Ｙ１、Ｙ２は、それぞれ同じで
も異なっていてもよく、硫黄原子又は炭素原子数１２個以下のジアルキルメチレン基を示
す。Ｒ３、Ｒ４は、それぞれ同じでも異なっていてもよく、置換基を有していてもよい炭
素原子数２０個以下の炭化水素基を示す。好ましい置換基としては、炭素原子数１２個以
下のアルコキシ基、カルボン酸基、スルホン酸基が挙げられる。Ｒ５、Ｒ６、Ｒ７及びＲ
８は、それぞれ同じでも異なっていてもよく、水素原子又は炭素原子数１２個以下の炭化
水素基を示す。原料の入手性から、好ましくは水素原子である。また、Ｚａ－は、対アニ
オンを示す。ただし、一般式（ａ）で示されるシアニン色素が、その構造内にアニオン性
の置換基を有し、電荷の中和が必要ない場合にはＺａ－は必要ない。好ましいＺａ－は、
画像記録層塗布液の保存安定性から、ハロゲン化物イオン、過塩素酸イオン、テトラフル
オロボレートイオン、ヘキサフルオロホスフェートイオン、及びスルホン酸イオンであり
、特に好ましくは、過塩素酸イオン、ヘキサフルオロホスフェートイオン、及びアリール
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スルホン酸イオンである。
【００７８】
　本発明において、好適に用いることのできる一般式（ａ）で示されるシアニン色素の具
体例としては、特開２００１－１３３９６９号公報の段落番号［００１７］～［００１９
］、特開２００２－０２３３６０号公報の段落番号［００１２］～［００２１］、特開２
００２－０４０６３８号公報の段落番号［００１２］～［００３７］に記載された化合物
、好ましくは特開２００２－２７８０５７号公報段落番号［００３４］～［００４１］、
特開２００８－１９５０１８号公報段落番号［００８０］～［００８６］に記載の化合物
、最も好ましくは特開２００７－９０８５０号公報段落番号［００３５］～［００４３］
に記載の化合物が挙げられる。
　また特開平５－５００５号公報［０００８］～［０００９］、特開２００１－２２２１
０１号公報［００２２］～［００２５］に記載の化合物も好ましく使用することができる
。
【００７９】
　また、これらの（Ａ）赤外線吸収染料は、１種のみを用いてもよいし、２種以上を併用
してもよく、顔料等の赤外線吸収染料以外の赤外線吸収剤を併用してもよい。顔料として
は、特開２００８－１９５０１８号公報［００７２］～［００７６］に記載の化合物が好
ましい。
【００８０】
　本発明における画像記録層中の赤外線吸収染料の含有量は、画像記録層の全固形分の０
．１～１０．０質量％が好ましく、より好ましくは０．５～５．０質量％である。
【００８１】
〔重合開始剤〕
　本発明に用いられる重合開始剤としては、重合性化合物の重合を開始、促進する化合物
を示す。本発明において使用しうる重合開始剤としては、ラジカル重合開始剤が好ましく
、公知の熱重合開始剤、結合解離エネルギーの小さな結合を有する化合物、光重合開始剤
などを使用することができる。
　本発明における重合開始剤としては、例えば、（ａ）有機ハロゲン化物、（ｂ）カルボ
ニル化合物、（ｃ）アゾ化合物、（ｄ）有機過酸化物、（ｅ）メタロセン化合物、（ｆ）
アジド化合物、（ｇ）ヘキサアリールビイミダゾール化合物、（ｈ）有機ホウ酸塩化合、
（ｉ）ジスルホン化合物、（ｊ）オキシムエステル化合物、（ｋ）オニウム塩化合物、が
挙げられる。
【００８２】
（ａ）有機ハロゲン化物としては、特開２００８－１９５０１８号公報の段落番号［００
２２］～［００２３］に記載の化合物が好ましい。　
【００８３】
（ｂ）カルボニル化合物としては、特開２００８－１９５０１８号公報の段落番号［００
２４］に記載の化合物が好ましい。
【００８４】
（ｃ）アゾ化合物としては、例えば、特開平８－１０８６２１号公報に記載のアゾ化合物
等を使用することができる。
【００８５】
（ｄ）有機過酸化物としては、例えば、特開２００８－１９５０１８号公報の段落番号［
００２５］に記載の化合物が好ましい。
【００８６】
（ｅ）メタロセン化合物としては、例えば、特開２００８－１９５０１８号公報の段落番
号［００２６］に記載の化合物が好ましい。　
【００８７】
（ｆ）アジド化合物としては、２，６－ビス（４－アジドベンジリデン）－４－メチルシ
クロヘキサノン等の化合物を挙げることができる。
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（ｇ）ヘキサアリールビイミダゾール化合物としては、例えば、特開２００８－１９５０
１８号公報の段落番号［００２７］に記載の化合物が好ましい。　
【００８８】
（ｈ）有機ホウ酸塩化合物としては、例えば、特開２００８－１９５０１８号公報の段落
番号［００２８］に記載の化合物が好ましい。
【００８９】
（ｉ）ジスルホン化合物としては、特開昭６１－１６６５４４号、特開２００２－３２８
４６５号の各公報に記載の化合物が挙げられる。
【００９０】
（ｊ）オキシムエステル化合物としては、例えば、特開２００８－１９５０１８号公報の
段落番号［００２８］～［００３０］に記載の化合物が好ましい。
【００９１】
（ｋ）オニウム塩化合物としては、例えば、Ｓ．Ｉ．Ｓｃｈｌｅｓｉｎｇｅｒ，Ｐｈｏｔ
ｏｇｒ．Ｓｃｉ．Ｅｎｇ．，１８，３８７（１９７４）、Ｔ．Ｓ．Ｂａｌ　ｅｔ　ａｌ，
Ｐｏｌｙｍｅｒ，２１，４２３（１９８０）、特開平５-１５８２３０号公報に記載のジ
アゾニウム塩、米国特許第４，０６９，０５５号明細書、特開平４－３６５０４９号公報
等に記載のアンモニウム塩、米国特許第４，０６９，０５５号、同４，０６９，０５６号
の各明細書に記載のホスホニウム塩、欧州特許第１０４、１４３号、米国特許出願公開第
２００８／０３１１５２０号の各明細書、特開平２－１５０８４８号、特開２００８－１
９５０１８号の各公報、又はＪ．Ｖ．Ｃｒｉｖｅｌｌｏ　ｅｔ　ａｌ，Ｍａｃｒｏｍｏｌ
ｅｃｕｌｅｓ，１０（６），１３０７（１９７７）に記載のヨードニウム塩、欧州特許第
３７０，６９３号、同２３３，５６７号、同２９７，４４３号、同２９７，４４２号、米
国特許第４，９３３，３７７号、同４，７６０，０１３号、同４，７３４，４４４号、同
２，８３３，８２７号、独国特許第２，９０４，６２６号、同３，６０４，５８０号、同
３，６０４，５８１号の各明細書に記載のスルホニウム塩、Ｊ．Ｖ．Ｃｒｉｖｅｌｌｏ　
ｅｔ　ａｌ，Ｊ．Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｓｃｉ．，Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｃｈｅｍ．Ｅｄ．，１７
，１０４７（１９７９）に記載のセレノニウム塩、Ｃ．Ｓ．Ｗｅｎ　ｅｔ　ａｌ，Ｔｅｈ
，Ｐｒｏｃ．Ｃｏｎｆ．Ｒａｄ．Ｃｕｒｉｎｇ　ＡＳＩＡ，ｐ４７８　Ｔｏｋｙｏ，Ｏｃ
ｔ（１９８８）に記載のアルソニウム塩、特開２００８－１９５０１８号公報に記載のア
ジニウム塩等のオニウム塩等が挙げられる。
【００９２】
　上記の中でもより好ましいものとして、オニウム塩、なかでもヨードニウム塩、スルホ
ニウム塩及びアジニウム塩が挙げられる。以下に、これらの化合物の具体例を示すが、こ
れに限定されない。
【００９３】
　ヨードニウム塩の例としては、ジフェニルヨードニウム塩が好ましく、特に電子供与性
基、例えばアルキル基又はアルコキシル基で置換されたジフェニルヨードニウム塩が好ま
しく、更に好ましくは非対称のジフェニルヨードニウム塩が好ましい。具体例としては、
ジフェニルヨードニウム＝ヘキサフルオロホスファート、４－メトキシフェニル－４－（
２－メチルプロピル）フェニルヨードニウム＝ヘキサフルオロホスファート、４－（２－
メチルプロピル）フェニル－ｐ－トリルヨードニウム＝ヘキサフルオロホスファート、４
－ヘキシルオキシフェニル－２，４，６－トリメトキシフェニルヨードニウム＝ヘキサフ
ルオロホスファート、４－ヘキシルオキシフェニル－２，４－ジエトキシフェニルヨード
ニウム＝テトラフルオロボラート、４－オクチルオキシフェニル－２，４，６－トリメト
キシフェニルヨードニウム＝１－ペルフルオロブタンスルホナート、４－オクチルオキシ
フェニル－２，４，６－トリメトキシフェニルヨードニウム＝ヘキサフルオロホスファー
ト、ビス（４－ｔ－ブチルフェニル）ヨードニウム＝テトラフェニルボラートが挙げられ
る。
【００９４】
　スルホニウム塩の例としては、トリフェニルスルホニウム＝ヘキサフルオロホスファー
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ト、トリフェニルスルホニウム＝ベンゾイルホルマート、ビス（４－クロロフェニル）フ
ェニルスルホニウム＝ベンゾイルホルマート、ビス（４－クロロフェニル）－４－メチル
フェニルスルホニウム＝テトラフルオロボラート、トリス（４－クロロフェニル）スルホ
ニウム＝３，５－ビス（メトキシカルボニル）ベンゼンスルホナート、トリス（４－クロ
ロフェニル）スルホニウム＝ヘキサフルオロホスファートが挙げられる。
【００９５】
　アジニウム塩の例としては、１－シクロヘキシルメチルオキシピリジニウム＝ヘキサフ
ルオロホスファート、１－シクロヘキシルオキシ－４－フェニルピリジニウム＝ヘキサフ
ルオロホスファート、１－エトキシ－４－フェニルピリジニウム＝ヘキサフルオロホスフ
ァート、１－（２－エチルヘキシルオキシ）－４－フェニルピリジニウム＝ヘキサフルオ
ロホスファート、４－クロロ－１－シクロヘキシルメチルオキシピリジニウム＝ヘキサフ
ルオロホスファート、１－エトキシ－４－シアノピリジニウム＝ヘキサフルオロホスファ
ート、３，４－ジクロロ－１－（２－エチルヘキシルオキシ）ピリジニウム＝ヘキサフル
オロホスファート、１－ベンジルオキシ－４－フェニルピリジニウム＝ヘキサフルオロホ
スファート、１－フェネチルオキシ－４－フェニルピリジニウム＝ヘキサフルオロホスフ
ァート、１－（２－エチルヘキシルオキシ）－４－フェニルピリジニウム＝ｐ－トルエン
スルホナート、１－（２－エチルヘキシルオキシ）－４－フェニルピリジニウム＝ペルフ
ルオロブタンスルホナート、１－（２－エチルヘキシルオキシ）－４－フェニルピリジニ
ウム＝ブロミド、１－（２－エチルヘキシルオキシ）－４－フェニルピリジニウム＝テト
ラフルオロボラートが挙げられる。
【００９６】
　本発明における重合開始剤は、画像記録層を構成する全固形分に対し好ましくは０．１
～５０質量％、より好ましくは０．５～３０質量％、特に好ましくは０．８～２０質量％
の割合で添加することができる。この範囲で良好な感度と印刷時の非画像部の良好な汚れ
難さが得られる。
【００９７】
〔ラジカル重合性化合物〕
　本発明における画像記録層に用いるラジカル重合性化合物は、少なくとも一個のエチレ
ン性不飽和二重結合を有する付加重合性化合物であり、末端エチレン性不飽和結合を少な
くとも１個、好ましくは２個以上有する化合物から選ばれる。これらは、例えばモノマー
、プレポリマー、すなわち２量体、３量体及びオリゴマー、又はそれらの混合物などの化
学的形態をもつ。
【００９８】
　モノマーの例としては、不飽和カルボン酸（例えば、アクリル酸、メタクリル酸、イタ
コン酸、クロトン酸、イソクロトン酸、マレイン酸など）や、そのエステル類、アミド類
が挙げられ、好ましくは、不飽和カルボン酸と多価アルコール化合物とのエステル、不飽
和カルボン酸と多価アミン化合物とのアミド類が用いられる。また、ヒドロキシル基やア
ミノ基、メルカプト基等の求核性置換基を有する不飽和カルボン酸エステルあるいはアミ
ド類と単官能もしくは多官能イソシアネート類あるいはエポキシ類との付加反応物、及び
単官能もしくは、多官能のカルボン酸との脱水縮合反応物等も好適に使用される。また、
イソシアネート基や、エポキシ基等の親電子性置換基を有する不飽和カルボン酸エステル
あるいはアミド類と単官能もしくは多官能のアルコール類、アミン類、チオール類との付
加反応物、更にハロゲン基や、トシルオキシ基等の脱離性置換基を有する不飽和カルボン
酸エステルあるいはアミド類と単官能もしくは多官能のアルコール類、アミン類、チオー
ル類との置換反応物も好適である。また、別の例として、上記の不飽和カルボン酸の代わ
りに、不飽和ホスホン酸、スチレン、ビニルエーテル等に置き換えた化合物群を使用する
ことも可能である。これらは、特表２００６－５０８３８０号公報、特開２００２－２８
７３４４号公報、特開２００８－２５６８５０号公報、特開２００１－３４２２２２号公
報、特開平９－１７９２９６号公報、特開平９－１７９２９７号公報、特開平９－１７９
２９８号公報、特開２００４－２９４９３５号公報、特開２００６－２４３４９３号公報
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、特開２００２－２７５１２９号公報、特開２００３－６４１３０号公報、特開２００３
－２８０１８７号公報、特開平１０－３３３３２１号公報、を含む参照文献に記載されて
いる。
【００９９】
　多価アルコール化合物と不飽和カルボン酸とのエステルのモノマーの具体例としては、
アクリル酸エステルとして、エチレングリコールジアクリレート、１，３－ブタンジオー
ルジアクリレート、テトラメチレングリコールジアクリレート、プロピレングリコールジ
アクリレート、トリメチロールプロパントリアクリレート、ヘキサンジオールジアクリレ
ート、テトラエチレングリコールジアクリレート、ペンタエリスリトールテトラアクリレ
ート、ソルビトールトリアクリレート、イソシアヌル酸エチレンオキシド（ＥＯ）変性ト
リアクリレート、ポリエステルアクリレートオリゴマー等がある。メタクリル酸エステル
としては、テトラメチレングリコールジメタクリレート、ネオペンチルグリコールジメタ
クリレート、トリメチロールプロパントリメタクリレート、エチレングリコールジメタク
リレート、ペンタエリスリトールトリメタクリレート、ビス〔ｐ－（３－メタクリルオキ
シ－２－ヒドロキシプロポキシ）フェニル〕ジメチルメタン、ビス－〔ｐ－（メタクリル
オキシエトキシ）フェニル〕ジメチルメタン等がある。また、多価アミン化合物と不飽和
カルボン酸とのアミドのモノマーの具体例としては、メチレンビス－アクリルアミド、メ
チレンビス－メタクリルアミド、１，６－ヘキサメチレンビス－アクリルアミド、１，６
－ヘキサメチレンビス－メタクリルアミド、ジエチレントリアミントリスアクリルアミド
、キシリレンビスアクリルアミド、キシリレンビスメタクリルアミド等がある。
【０１００】
　また、イソシアネートとヒドロキシル基の付加反応を用いて製造されるウレタン系付加
重合性化合物も好適であり、そのような具体例としては、例えば、特公昭４８－４１７０
８号公報に記載されている１分子に２個以上のイソシアネート基を有するポリイソシアネ
ート化合物に、下記一般式（ｂ）で示されるヒドロキシル基を含有するビニルモノマーを
付加させた１分子中に２個以上の重合性ビニル基を含有するビニルウレタン化合物等が挙
げられる。
　ＣＨ2＝Ｃ（Ｒ4）ＣＯＯＣＨ2ＣＨ（Ｒ5）ＯＨ　　　　　　　（ｂ）
（ただし、Ｒ4及びＲ5は、Ｈ又はＣＨ3を示す。）
【０１０１】
　また、特開昭５１－３７１９３号公報、特公平２－３２２９３号公報、特公平２－１６
７６５号公報、特開２００３－３４４９９７号公報、特開２００６－６５２１０号公報に
記載されているようなウレタンアクリレート類や、特公昭５８－４９８６０号公報、特公
昭５６－１７６５４号公報、特公昭６２－３９４１７号公報、特公昭６２－３９４１８号
公報、特開２０００－２５０２１１号公報、特開２００７－９４１３８号公報記載のエチ
レンオキサイド系骨格を有するウレタン化合物類や、米国特許第７１５３６３２号明細書
、特表平８－５０５９５８号公報、特開２００７－２９３２２１号公報、特開２００７－
２９３２２３号公報記載の親水基を有するウレタン化合物類も好適である。
【０１０２】
　上記の中でも、機上現像性に関与する親水性と耐刷性に関与する重合能のバランスに優
れる点から、トリス（アクリロイルオキシエチル）イソシアヌレート、ビス（アクリロイ
ルオキシエチル）ヒドロキシエチルイソシアヌレートなどのイソシアヌル酸エチレンオキ
シド変性アクリレート類が特に好ましい。
【０１０３】
　これらの重合性化合物の構造、単独使用か併用か、添加量等の使用方法の詳細は、最終
的な平版印刷版原版の性能設計にあわせて任意に設定できる。上記の重合性化合物は、画
像記録層の全固形分に対して、好ましくは５～７５質量％、更に好ましくは１０～７０質
量％、特に好ましくは１５～６０質量％の範囲で使用される。
【０１０４】
〔ポリマー微粒子〕
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　本発明では、機上現像性を向上させるため、ポリマー微粒子を用いることができる。特
に、ポリアルキレンオキシド構造を有するポリマー微粒子が好ましい。特に側鎖にポリア
ルキレンオキシド基を有するポリマー微粒子が好ましい。これらにより、湿し水の浸透性
が向上し、機上現像性が良好となる。
　本発明におけるポリマー微粒子は、熱が加えられたときに画像記録層を疎水性に変換で
きる疎水化前駆体であることが好ましい。疎水化前駆体ポリマー微粒子としては、疎水性
熱可塑性ポリマー微粒子、熱反応性ポリマー微粒子、疎水性化合物を内包しているマイク
ロカプセル、及びミクロゲル（架橋ポリマー微粒子）から選ばれる少なくともひとつの粒
子が好ましい。なかでも、重合性基を有するポリマー微粒子及びミクロゲルが好ましい。
機上現像性を向上させるためには、上記の如く、ポリアルキレンオキシド構造を有するこ
とが好ましい。
【０１０５】
　疎水性熱可塑性ポリマー微粒子としては、１９９２年１月のＲｅｓｅａｒｃｈ　Ｄｉｓ
ｃｌｏｓｕｒｅ　Ｎｏ．３３３００３、特開平９－１２３３８７号公報、同９－１３１８
５０号公報、同９－１７１２４９号公報、同９－１７１２５０号公報及び欧州特許第９３
１６４７号明細書などに記載の疎水性熱可塑性ポリマー微粒子を好適なものとして挙げる
ことができる。
　このようなポリマー微粒子を構成するポリマーの具体例としては、エチレン、スチレン
、塩化ビニル、アクリル酸メチル、アクリル酸エチル、メタクリル酸メチル、メタクリル
酸エチル、塩化ビニリデン、アクリロニトリル、ビニルカルバゾール、ポリアルキレン構
造を有するアクリレート又はメタクリレートなどのモノマーのホモポリマーもしくはコポ
リマー又はそれらの混合物を挙げることができる。その中で、より好適なものとして、ポ
リスチレン、スチレン及びアクリロニトリルを含む共重合体、ポリメタクリル酸メチルを
挙げることができる。
【０１０６】
　本発明に用いられる疎水性熱可塑性ポリマー微粒子の平均粒径は０．０１～２．０μｍ
が好ましい。
【０１０７】
　本発明に用いられる熱反応性ポリマー微粒子としては、熱反応性基を有するポリマー微
粒子が挙げられ、これらは、熱反応による架橋、及びその際の官能基変化により疎水化領
域を形成する。
【０１０８】
　本発明に用いる熱反応性基を有するポリマー微粒子における熱反応性基としては、化学
結合が形成されるならば、どのような反応を行う官能基でもよいが、ラジカル重合反応を
行うエチレン性不飽和基（例えば、アクリロイル基、メタクリロイル基、ビニル基、アリ
ル基など）、カチオン重合性基（例えば、ビニル基、ビニルオキシ基など）、付加反応を
行うイソシアナート基又はそのブロック体、エポキシ基、ビニルオキシ基及びこれらの反
応相手である活性水素原子を有する官能基（例えば、アミノ基、ヒドロキシ基、カルボキ
シ基など）、縮合反応を行うカルボキシ基及び反応相手であるヒドロキシ基又はアミノ基
、開環付加反応を行う酸無水物及び反応相手であるアミノ基又はヒドロキシ基などを好適
なものとして挙げることができる。
【０１０９】
　本発明で用いられるマイクロカプセルとしては、例えば、特開２００１－２７７７４０
号公報、特開２００１－２７７７４２号公報に記載のごとく、画像記録層の構成成分の全
て又は一部をマイクロカプセルに内包させたものである。なお、画像記録層の構成成分は
、マイクロカプセル外にも含有させることもできる。更に、マイクロカプセルを含有する
画像記録層は、疎水性の構成成分をマイクロカプセルに内包し、親水性の構成成分をマイ
クロカプセル外に含有することが好ましい態様である。
【０１１０】
　本発明においては、架橋樹脂粒子、すなわちミクロゲルを含有する態様であってもよい
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。このミクロゲルは、その中及び表面の少なくとも一方に、画像記録層の構成成分の一部
を含有することができ、特に、（Ｃ）ラジカル重合性化合物をその表面に有することによ
って反応性ミクロゲルとした態様が、画像形成感度や耐刷性の観点から特に好ましい。
【０１１１】
　画像記録層の構成成分をマイクロカプセル化、もしくはミクロゲル化する方法としては
、公知の方法が適用できる。
【０１１２】
　上記のマイクロカプセルやミクロゲルの平均粒径は、０．０１～３．０μｍが好ましい
。０．０５～２．０μｍが更に好ましく、０．１０～１．０μｍが特に好ましい。この範
囲内で良好な解像度と経時安定性が得られる。
【０１１３】
　ポリマー微粒子の含有量としては、画像記録層全固形分の５～９０質量％の範囲である
ことが好ましい。
【０１１４】
〔上述以外の画像記録層成分〕
　本発明の画像記録層には、さらに、必要に応じて種々の添加剤を含有させることができ
る。添加剤としては、現像性の促進及び塗布面状を向上させるための界面活性剤、塗布面
質質改良剤、現像性と原版から得られる平版印刷版の耐刷性両立の為のマイクロカプセル
、現像性の向上やマイクロカプセルの分散安定性向上などのための親水性ポリマー、画像
部と非画像部を視認するための着色剤や焼き出し剤、画像記録層の製造中又は保存中のラ
ジカル重合性化合物の不要な熱重合を防止するための重合禁止剤、酸素による重合阻害を
防止するための高級脂肪誘導体などの疎水性低分子化合物、画像部の硬化皮膜強度向上の
ための無機微粒子、有機微粒子、現像性向上のための低分子親水性化合物、感度向上の為
の共増感剤や連鎖移動剤、可塑性向上のための可塑剤、着肉性を向上させるために、画像
記録層にホスホニウム化合物、含窒素低分子化合物、アンモニウム基含有ポリマーなどの
感脂化剤を用いることができる。これの化合物はいずれも公知のものを使用でき、例えば
、特開２００７－２０６２１７号公報段落番号［０１６１］～［０２１５］に記載の化合
物、特表２００５－５０９１９２号公報段落番号［００６７］、特開２００４－３１００
００号公報段落番号［００２３］～［００２６｝及び［００５９］～［００６６］、特開
２００９-２９１２４号公報段落番号［０２２２］～［０２３１］、特開２００７－５０
６６０号公報段落番号［００３９］～［００４２］、特開２００８－２８４８５８号公報
段落番号［００２１］～［００３７］、特開２００９－９０６４５号公報段落番号［００
３０］～［００５７］、特開２００９－２０８４５８号公報段落番号[００８９]～[０１
０５]に記載の化合物を使用することができる。
【０１１５】
〔画像記録層の形成〕
　本発明の画像記録層は、必要な上記各成分を溶剤に分散又は溶解して塗布液を調製し、
塗布して形成される。ここで使用する溶剤としては、メチルエチルケトン、エチレングリ
コールモノメチルエーテル、１－メトキシ－２－プロパノール、２－メトキシエチルアセ
テート、１－メトキシ－２－プロピルアセテート、γ－ブチルラクトン等を挙げることが
できるが、これに限定されるものではない。これらの溶剤は、単独又は混合して使用され
る。塗布液の固形分濃度は、好ましくは１～５０質量％である。
　また塗布、乾燥後に得られる支持体上の画像記録層塗布量（固形分）は、０．３～３．
０ｇ／ｍ２が好ましい。塗布する方法としては、種々の方法を用いることができる。例え
ば、バーコーター塗布、回転塗布、スプレー塗布、カーテン塗布、ディップ塗布、エアー
ナイフ塗布、ブレード塗布、ロール塗布等を挙げられる。
【０１１６】
（支持体）
　本発明の平版印刷版原版に用いられる支持体は、特に限定されず、寸度的に安定な板状
な親水性支持体であればよい。特に、アルミニウム板が好ましい。アルミニウム板を使用
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するに先立ち、粗面化処理、陽極酸化処理等の表面処理を施すのが好ましい。アルミニウ
ム板表面の粗面化処理は、種々の方法により行われるが、例えば、機械的粗面化処理、電
気化学的粗面化処理（ 電気化学的に表面を溶解させる粗面化処理） 、化学的粗面化処理
（ 化学的に表面を選択溶解させる粗面化処理） が挙げられる。これらの処理については
、特開２００７－２０６２１７号公報段落番号［０２４１］～［０２４５］に記載された
方法を好ましく用いることができる。
【０１１７】
　また、上記アルミニウム板は必要に応じて、特開２００１－２５３１８１号公報や特開
２００１－３２２３６５号公報に記載されている陽極酸化皮膜のマイクロポアの拡大処理
や封孔処理、及び米国特許第２，７１４，０６６号、同第３，１８１，４６１号、同第３
，２８０，７３４号及び同第３，９０２，７３４号の各明細書に記載されているようなア
ルカリ金属シリケートあるいは米国特許第３，２７６，８６８号、同第４，１５３，４６
１号及び同第４，６８９，２７２号の各明細書に記載されているようなポリビニルホスホ
ン酸などによる表面親水化処理を適宜選択して行うことができる。
【０１１８】
　支持体は、中心線平均粗さが０.１０～１.２μｍであるのが好ましい。この範囲内で、
画像記録層との良好な密着性、原版から得られる平版印刷版の良好な耐刷性と良好な汚れ
難さが得られる。
　また、支持体の色濃度としては、反射濃度値として０.１５～０.６５であるのが好まし
い。この範囲内で、画像露光時のハレーション防止による良好な画像形成性と現像後の良
好な検版性が得られる。
　支持体の厚さは０．１～０．６ｍｍであるのが好ましく、０．１５～０．４ｍｍである
のがより好ましく、０．２～０．３ｍｍであるのが更に好ましい。
【０１１９】
　本発明の支持体には必要に応じて、裏面に、特開平５－４５８８５号公報に記載されて
いる有機高分子化合物、特開平６－３５１７４号公報に記載されているケイ素のアルコキ
シ化合物を含むバックコート層を設けることができる。
【０１２０】
（下塗り層）
　本発明の平版印刷版原版には、画像記録層と支持体との間に下塗り層を設けることが好
ましい。下塗り層は、未露光部において、画像記録層の支持体からのはく離を生じやすく
させるため、本発明の印刷方法に適しており、機上現像性が特に向上する。また、赤外線
レーザー露光の場合は、下塗り層が断熱層として機能することにより、露光により発生し
た熱が支持体に拡散せず、効率よく利用されるようになるため、高感度化が図れるという
利点がある。 
　下塗り層は、親水性基と支持体表面に吸着する基を有する高分子化合物を含有すること
が好ましく、このような高分子化合物は、吸着性基を有するモノマー／親水性基を有する
モノマーを共重合した高分子樹脂であることが好ましく、吸着性基を有するモノマー／親
水性基を有するモノマー／架橋性基を有するモノマーを共重合した高分子樹脂であること
がより好ましい。
【０１２１】
　親水性支持体表面への吸着性の有無は、例えば以下のような方法で判断できる。 
　試験化合物を易溶性の溶媒に溶解させた塗布夜を作製し、その塗布夜を乾燥後の塗布量
が３０ｍｇ／ｍ２となるように支持体上に塗布・乾燥させる。次に試験化合物を塗布した
支持体を、易溶性溶媒を用いて十分に洗浄した後、洗浄除去されなかった試験化合物の残
存量を測定して支持体吸着量を算出する。ここで残存量の測定は、残存化合物量を直接定
量してもよいし、洗浄液中に溶解した試験化合物量を定量して算出してもよい。化合物の
定量は、例えば蛍光Ｘ線測定、反射分光吸光度測定、液体クロマトグラフィー測定などで
実施できる。支持体吸着性がある化合物は、上記のような洗浄処理を行っても１ｍｇ／ｍ
２以上残存する化合物である。 



(29) JP 5740275 B2 2015.6.24

10

20

30

40

50

【０１２２】
　親水性支持体表面への吸着性基は、親水性支持体表面に存在する物質（例えば、金属、
金属酸化物）あるいは官能基（例えば、ヒドロキシル基）と、化学結合（例えば、イオン
結合、水素結合、配位結合、分子間力による結合）を引き起こすことができる官能基であ
る。吸着性基は、酸基又はカチオン性基が好ましい。 
　酸基は、酸解離定数（ｐＫａ）が７以下であることが好ましい。酸基の例は、フェノー
ル性ヒドロキシル基、カルボキシル基、－ＰＯ3Ｈ2、－ＯＰＯ3Ｈ2、及び－ＣＯＣＨ2Ｃ
ＯＣＨ3を含む。なかでも－ＯＰＯ3Ｈ2及び－ＰＯ3Ｈ2が特に好ましい。またこれら酸基
は、金属塩であっても構わない。 
　カチオン性基は、オニウム基であることが好ましい。オニウム基の例は、アンモニウム
基、ホスホニウム基、アルソニウム基、スチボニウム基、オキソニウム基、スルホニウム
基、セレノニウム基、スタンノニウム基、ヨードニウム基を含む。アンモニウム基、ホス
ホニウム基及びスルホニウム基が好ましく、アンモニウム基及びホスホニウム基がさらに
好ましく、アンモニウム基が最も好ましい。 
【０１２３】
　吸着性基を有するモノマーの特に好ましい例としては、下記式（III）又は（IV）で表
される化合物が挙げられる。 
【０１２４】
【化１０】

【０１２５】
　式（III）において、Ｒ1、Ｒ2及びＲ3は、それぞれ独立に、水素原子、ハロゲン原子又
は炭素原子数が１乃至６のアルキル基である。Ｒ1、Ｒ2及びＲ3は、それぞれ独立に、水
素原子又は炭素原子数が１乃至６のアルキル基であることが好ましく、水素原子又は炭素
原子数が１乃至３のアルキル基であることがさらに好ましく、水素原子又はメチル基であ
ることが最も好ましい。Ｒ2及びＲ3は、水素原子であることが特に好ましい。 
　式（III）において、Ｘは、酸素原子（－Ｏ－）又はイミノ（－ＮＨ－）である。Ｘは
、酸素原子であることがさらに好ましい。式（III）において、Ｌは、２価の連結基であ
る。Ｌは、２価の脂肪族基（アルキレン基、置換アルキレン基、アルケニレン基、置換ア
ルケニレン基、アルキニレン基、置換アルキニレン基）、２価の芳香族基（アリレン基、
置換アリレン基）又は２価の複素環基であるか、あるいはそれらと、酸素原子（－Ｏ－）
、硫黄原子（－Ｓ－）、イミノ（－ＮＨ－）、置換イミノ（－ＮＲ－、Ｒは脂肪族基、芳
香族基又は複素環基）又はカルボニル（－ＣＯ－）との組み合わせであることが好ましい
。 
　脂肪族基は、環状構造又は分岐構造を有していてもよい。脂肪族基の炭素原子数は、１
乃至２０が好ましく、１乃至１５がさらに好ましく、１乃至１０が最も好ましい。脂肪族
基は、不飽和脂肪族基よりも飽和脂肪族基の方が好ましい。脂肪族基は、置換基を有して
いてもよい。置換基の例は、ハロゲン原子、ヒドロキシル基、芳香族基及び複素環基を含
む。 
　芳香族基の炭素原子数は、６乃至２０が好ましく、６乃至１５がさらに好ましく、６乃
至１０が最も好ましい。芳香族基は、置換基を有していてもよい。置換基の例は、ハロゲ
ン原子、ヒドロキシル基、脂肪族基、芳香族基及び複素環基を含む。 
　複素環基は、複素環として５員環又は６員環を有することが好ましい。複素環に他の複
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素環、脂肪族環又は芳香族環が縮合していてもよい。複素環基は、置換基を有していても
よい。置換基の例は、ハロゲン原子、ヒドロキシル基、オキソ基（＝Ｏ）、チオキソ基（
＝Ｓ）、イミノ基（＝ＮＨ）、置換イミノ基（＝Ｎ－Ｒ、Ｒは脂肪族基、芳香族基又は複
素環基）、脂肪族基、芳香族基及び複素環基を含む。 
　Ｌは、複数のポリオキシアルキレン構造を含む二価の連結基であることが好ましい。ポ
リオキシアルキレン構造は、ポリオキシエチレン構造であることがさらに好ましい。言い
換えると、Ｌは、－（ＯＣＨ 2ＣＨ 2）n－（ｎは２以上の整数）を含むことが好ましい
。
　式（III）において、Ｚは、親水性支持体表面に吸着する官能基である。 
【０１２６】
　式（IV）において、Ｒ1、Ｌ及びＺは、式（III）におけるものと同義である。 
　Ｙは、炭素原子又は窒素原子である。Ｙ＝窒素原子でＹ上にＬが連結し四級ピリジニウ
ム基になった場合、それ自体が吸着性を示すことからＺは必須ではない。 
【０１２７】
　以下に、式（III）又は（IＶ）で表される代表的なモノマーの例を示す。 
【０１２８】
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【化１１】

【０１２９】
　本発明に用いることができる下塗り用高分子樹脂の親水性基としては、例えば、カルボ
キシレート基、ポリオキシエチル基、ポリオキシプロピル基、スルホン酸基等が好適に挙
げられる。中でも高親水性を示すスルホン酸基及びポリオキシエチル基を有するモノマー
が好ましい。
　スルホン酸基を有するモノマーの具体例としては、メタリルオキシベンゼンスルホン酸
、アリルオキシベンゼンスルホン酸、アリルスルホン酸、ビニルスルホン酸、アリルスル
ホン酸、ｐ－スチレンスルホン酸、メタリルスルホン酸、アクリルアミド－ｔ－ブチルス
ルホン酸、２－アクリルアミド－２－メチルプロパンスルホン酸、（３－アクリロイルオ
キシプロピル）ブチルスルホン酸のナトリウム塩、アミン塩が挙げられる。中でも親水性
能及び合成の取り扱いから２－アクリルアミド－２－メチルプロパンスルホン酸ナトリウ
ム塩が好ましい。 
【０１３０】
　本発明の下塗り層用の水溶性高分子樹脂は、架橋性基を有すことが好ましい。架橋性基
によって画像部との密着の向上が得られる。下塗り層用の高分子樹脂に架橋性を持たせる



(32) JP 5740275 B2 2015.6.24

10

20

30

40

50

ためには、エチレン性不飽和結合等の架橋性官能基を高分子の側鎖中に導入したり、高分
子樹脂の極性置換基と対荷電を有する置換基とエチレン性不飽和結合を有する化合物で塩
構造を形成させたりして導入することができる。 
【０１３１】
　分子の側鎖中にエチレン性不飽和結合を有するポリマーの例としては、アクリル酸又は
メタクリル酸のエステル又はアミドのポリマーであって、エステル又はアミドの残基（－
ＣＯＯＲ又は－ＣＯＮＨＲのＲ）がエチレン性不飽和結合を有するポリマーを挙げること
ができる。 
【０１３２】
　エチレン性不飽和結合を有する残基（上記Ｒ）の例としては、－（ＣＨ2 ）n ＣＲ1 ＝
ＣＲ2 Ｒ3 、－（ＣＨ2 Ｏ）n ＣＨ2 ＣＲ1 ＝ＣＲ2 Ｒ3 、－（ＣＨ2 ＣＨ2 Ｏ）n ＣＨ

2 ＣＲ1 ＝ＣＲ2 Ｒ3 、－（ＣＨ2 ）n ＮＨ－ＣＯ－Ｏ－ＣＨ2 ＣＲ1 ＝ＣＲ2 Ｒ3 、－
（ＣＨ2 ）n －Ｏ－ＣＯ－ＣＲ1 ＝ＣＲ2 Ｒ3 及び（ＣＨ2 ＣＨ2 Ｏ）2 －Ｘ（式中、Ｒ
1 ～Ｒ3 はそれぞれ、水素原子、ハロゲン原子又は炭素原子数１～２０のアルキル基、ア
リール基、アルコキシ基もしくはアリールオキシ基を表し、Ｒ1 とＲ2 又はＲ3 とは互い
に結合して環を形成してもよい。ｎは、１～１０の整数を表す。Ｘは、ジシクロペンタジ
エニル残基を表す。）を挙げることができる。
　エステル残基の具体例としては、－ＣＨ2 ＣＨ＝ＣＨ2 （特公平７－２１６３３号公報
に記載されている。）、－ＣＨ2 ＣＨ2 Ｏ－ＣＨ2 ＣＨ＝ＣＨ2 、－ＣＨ2 Ｃ（ＣＨ3 ）
＝ＣＨ2 、－ＣＨ2 ＣＨ＝ＣＨ－Ｃ6 Ｈ5 、－ＣＨ2 ＣＨ2 ＯＣＯＣＨ＝ＣＨ－Ｃ6 Ｈ5 

、－ＣＨ2 ＣＨ2 －ＮＨＣＯＯ－ＣＨ2 ＣＨ＝ＣＨ2 及びＣＨ2 ＣＨ2 Ｏ－Ｘ（式中、Ｘ
はジシクロペンタジエニル残基を表す。）が挙げられる。
　アミド残基の具体例としては、－ＣＨ2 ＣＨ＝ＣＨ2 、－ＣＨ2 ＣＨ2 －Ｙ（式中、Ｙ
はシクロヘキセン残基を表す。）、－ＣＨ2 ＣＨ2 －ＯＣＯ－ＣＨ＝ＣＨ2 が挙げられる
。
　下塗り層用高分子樹脂の架橋性基を有するモノマーとしては、上記架橋性基を有するア
クリル酸又はメタクリル酸のエステル又はアミドが好適である。 
【０１３３】
　下塗り層用高分子樹脂中の架橋性基の含有量（ヨウ素滴定によるラジカル重合可能な不
飽和二重結合の含有量）は、高分子樹脂１ｇ当たり、好ましくは０．１～１０．０ｍｍｏ
ｌ、より好ましくは１．０～７．０ｍｍｏｌ、最も好ましくは２．０～５．５ｍｍｏｌで
ある。この範囲で、良好な感度と汚れ性の両立、及び良好な保存安定性が得られる。 
【０１３４】
　下塗り層用の高分子樹脂は、質量平均モル質量（Ｍｗ）が５０００以上であるのが好ま
しく、１万～３０万であるのがより好ましく、また、数平均モル質量（Ｍｎ）が１０００
以上であるのが好ましく、２０００～２５万であるのがより好ましい。多分散度（Ｍｗ／
Ｍｎ）は、１．１～１０であるのが好ましい。 
　下塗り層用の高分子樹脂は、ランダムポリマー、ブロックポリマー、グラフトポリマー
等のいずれでもよいが、ランダムポリマーであるのが好ましい。 
【０１３５】
　下塗り用高分子樹脂は単独で用いても２種以上を混合して用いてもよい。 
　下塗り用高分子樹脂は、溶剤に溶解させ、下塗り層塗布液として使用される。使用し得
る溶剤は、下塗り用高分子樹脂を溶解又は分散可能で、塗布後の乾燥工程で揮発する溶剤
であれば、いずれも使用することができ、例えば、画像記録層を形成する際に使用される
溶剤を使用することができる。 
【０１３６】
　本発明の下塗り層は、上記下塗り層用化合物の他に、経時における汚れ防止のため、キ
レート剤、第２級又は第３級アミン、重合禁止剤、アミノ基又は重合禁止能を有する官能
基とアルミニウム支持体表面と相互作用する基とを有する化合物等（例えば、１，４－ジ
アザビシクロ［２，２，２］オクタン（ＤＡＢＣＯ）、２，３，５，６－テトラヒドロキ
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シ－ｐ－キノン、クロラニル、スルホフタル酸、ヒドロキシエチルエチレンジアミン三酢
酸、ジヒドロキシエチルエチレンジアミン二酢酸、ヒドロキシエチルイミノ二酢酸など）
を含有することができる。
【０１３７】
　下塗り層は、公知の方法で塗布される。下塗り層の塗布量（固形分）は、０．１～１０
０ｍｇ／ｍ2であるのが好ましく、１～３０ｍｇ／ｍ2であるのがより好ましい。
【０１３８】
（保護層）
　本発明の平版印刷版原版は、画像記録層の上に保護層（オーバーコート層）を設けるこ
とが好ましい。保護層は酸素遮断によって画像形成阻害反応を抑制する機能の他、画像記
録層における傷の発生防止、及び高照度レーザー露光時のアブレーション防止の機能を有
する。
【０１３９】
　このような特性の保護層については、例えば、米国特許第３，４５８，３１１号明細書
及び特公昭５５－４９７２９号公報に記載されている。保護層に用いられる酸素低透過性
のポリマーとしては、水溶性ポリマー、水不溶性ポリマーのいずれをも適宜選択して使用
することができ、必要に応じて２種類以上を混合して使用することもできる。具体的には
、例えば、ポリビニルアルコール、変性ポリビニルアルコール、ポリビニルピロリドン、
水溶性セルロース誘導体、ポリ（メタ）アクリロニトリル等が挙げられる。
　変性ポリビニルアルコールとしては、カルボキシ基又はスルホ基を有する酸変性ポリビ
ニルアルコールが好ましく用いられる。具体的には、特開２００５－２５０２１６号、特
開２００６－２５９１３７号の公報に記載の変性ポリビニルアルコールが好適である。
【０１４０】
　また、保護層には酸素遮断性を高めるため、特開２００５－１１９２７３号公報に記載
のように天然雲母、合成雲母等の無機質の層状化合物を含有することが好ましい。
　また、保護層には、可撓性付与のための可塑剤、塗布性を向上させための界面活性剤、
表面の滑り性を制御する無機微粒子など公知の添加物を含むことができる。また、画像記
録層の説明に記載した感脂化剤を保護層に含有させることもできる。
【０１４１】
　保護層は、公知の方法で塗布される。保護層の塗布量としては、乾燥後の塗布量で、０
．０１～１０ｇ／ｍ２の範囲であることが好ましく、０．０２～３ｇ／ｍ２の範囲がより
好ましく、最も好ましくは０．０２～１ｇ／ｍ２の範囲である。
【０１４２】
　また、画像部との密着性や耐傷性も、版の取り扱い上極めて重要である。すなわち、水
溶性ポリマーからなる親水性の層を親油性の重合層に積層すると、接着力不足による膜剥
離が発生しやすく、剥離部分が酸素の重合阻害により膜硬化不良などの欠陥を引き起こす
。これに対し、これらの２層間の接着性を改良すべく種々の提案がなされている。例えば
特公昭５４－１２２１５号公報、英国特許出願公開第１３０３５７８号明細書には、主に
ポリビニルアルコールからなる親水性ポリマー中に、アクリル系エマルジョン又は水不溶
性ビニルピロリドン－ビニルアセテート共重合体などを２０～６０質量％混合し、重合層
の上に積層することにより、十分な接着性が得られることが記載されている。本発明にお
ける保護層に対しては、これらの公知の技術をいずれも適用することができる。このよう
な保護層の塗布方法については、例えば米国特許第３，４５８，３１１号明細書、特開昭
５５－４９７２９号公報に詳しく記載されている。
【実施例】
【０１４３】
　以下、実施例により本発明を詳細に説明するが、本発明はこれらに限定されるものでは
ない。なお、実施例で使用するポリマーに記載の、繰り返し単位の比はモル比である。
【０１４４】
〔平版印刷版原版（１）～（３）の作製〕
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１．平版印刷版原版（１）の作製
（１）支持体の作製
　厚み０．３ｍｍのアルミニウム板（材質ＪＩＳ　Ａ　１０５０）の表面の圧延油を除去
するため、１０質量％アルミン酸ソーダ水溶液を用いて５０℃で３０秒間、脱脂処理を施
した後、毛径０．３ｍｍの束植ナイロンブラシ３本とメジアン径２５μｍのパミス－水懸
濁液（比重１．１ｇ／ｃｍ３）を用いアルミニウム表面を砂目立てして、水でよく洗浄し
た。この板を４５℃の２５質量％水酸化ナトリウム水溶液に９秒間浸漬してエッチングを
行い、水洗後、さらに６０℃で２０質量％硝酸に２０秒間浸漬し、水洗した。この時の砂
目立て表面のエッチング量は約３ｇ／ｍ２であった。
【０１４６】
　次に、６０Ｈｚの交流電圧を用いて連続的に電気化学的な粗面化処理を行った。このと
きの電解液は、硝酸１質量％水溶液（アルミニウムイオンを０．５質量％含む）、液温５
０℃であった。交流電源波形は、電流値がゼロからピークに達するまでの時間ＴＰが０．
８ｍｓｅｃ、ｄｕｔｙ比１：１、台形の矩形波交流を用いて、カーボン電極を対極として
電気化学的な粗面化処理を行った。補助アノードにはフェライトを用いた。電流密度は電
流のピーク値で３０Ａ／ｄｍ２、補助陽極には電源から流れる電流の５％を分流させた。
硝酸電解における電気量はアルミニウム板が陽極時の電気量１７５Ｃ／ｄｍ２であった。
その後、スプレーによる水洗を行った。
【０１４７】
　続いて、塩酸０．５質量％水溶液（アルミニウムイオンを０．５質量％含む）、液温５
０℃の電解液にて、アルミニウム板が陽極時の電気量５０Ｃ／ｄｍ２の条件で、硝酸電解
と同様の方法で、電気化学的な粗面化処理を行い、その後、スプレーによる水洗を行った
。
　次に、この板に１５質量％硫酸（アルミニウムイオンを０．５質量％含む）を電解液と
して電流密度１５Ａ／ｄｍ２で２．５ｇ／ｍ２の直流陽極酸化皮膜を設けた後、水洗、乾
燥して支持体（１）を作製した。
　その後、非画像部の親水性を確保するため、支持体（１）に２．５質量％３号ケイ酸ソ
ーダ水溶液を用いて６０℃で１０秒間、シリケート処理を施し、その後、水洗して支持体
（２）を得た。Ｓｉの付着量は１０ｍｇ／ｍ２であった。この基板の中心線平均粗さ（Ｒ
ａ）を直径２μｍの針を用いて測定したところ、０．５１μｍであった。
【０１４８】
（２）下塗り層の形成
　次に、上記支持体（２）上に、下記下塗り層用塗布液（１）を乾燥塗布量が２０ｍｇ／
ｍ２になるよう塗布して、以下の実験に用いる下塗り層を有する支持体を作製した。
【０１４９】
＜下塗り層用塗布液（１）＞
　・下記構造の下塗り層用化合物（１）　　　　　　　　　　　　０．１８ｇ
　・ヒドロキシエチルイミノ二酢酸　　　　　　　　　　　　　　０．１０ｇ
　・メタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５５．２４ｇ
　・水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６．１５ｇ
【０１５０】



(35) JP 5740275 B2 2015.6.24

10

20

30

40

【化１２】

【０１５１】
（３）画像記録層の形成
　上記のようにして形成された下塗り層上に、下記組成の画像記録層塗布液（１）をバー
塗布した後、１００℃６０秒でオーブン乾燥し、乾燥塗布量１．０ｇ／ｍ２の画像記録層
を形成した。
　画像記録層塗布液（１）は下記感光液（１）及びミクロゲル液（１）を塗布直前に混合
し攪拌することにより得た。
【０１５２】
＜感光液（１）＞
　・バインダーポリマー（１）〔下記構造〕 　　　　　　　 　０．２４０ｇ
　・赤外線吸収染料（１）〔下記構造〕　　　　　　　　　　　０．０３０ｇ
　・重合開始剤（１）〔下記構造〕　　　　　　　　　　　　　０．１６２ｇ
　・ラジカル重合性化合物
　　　トリス（アクリロイルオキシエチル）イソシアヌレート
　　　（ＮＫエステルＡ－９３００、新中村化学（株）製）　　０．１９２ｇ
　・低分子親水性化合物
　　　トリス（２－ヒドロキシエチル）イソシアヌレート　　　０．０６２ｇ
　・低分子親水性化合物（１）〔下記構造〕　　　　　　　　　０．０５０ｇ
　・感脂化剤　ホスホニウム化合物（１）〔下記構造〕　　　　０．０５５ｇ
　・感脂化剤
　　ベンジル－ジメチル－オクチルアンモニウム・ＰＦ6塩　　 ０．０１８ｇ
　・感脂化剤　 アンモニウム基含有ポリマー
　　　［下記構造、還元比粘度４４ｃＳｔ／ｇ／ｍｌ］　　　  ０．０３５ｇ
　・フッ素系界面活性剤（１）〔下記構造〕　　　　　　　 　 ０．００８ｇ
　・２－ブタノン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 １．０９１ｇ
　・１－メトキシ－２－プロパノール　　　　　　　　　　 　 ８．６０９ｇ
【０１５３】
＜ミクロゲル液（１）＞
　・ミクロゲル（１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２．６４０ｇ
　・蒸留水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２．４２５ｇ
【０１５４】
　上記の、バインダーポリマー（１）、赤外線吸収染料（１）、重合開始剤（１）、ホス
ホニウム化合物（１）、低分子親水性化合物、（１）アンモニウム基含有ポリマー、及び
フッ素系界面活性剤（１）の構造は、以下に示す通りである。
【０１５５】
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【化１３】

【０１５６】
【化１４】

【０１５７】
－ミクロゲル（１）の合成－
　油相成分として、トリメチロールプロパンとキシレンジイソシアナート付加体（三井化
学（株）製、タケネートＤ－１１０Ｎ）１０ｇ、ペンタエリスリトールトリアクリレート
（日本化薬（株）製、ＳＲ４４４）３．１５ｇ、及びパイオニンＡ－４１Ｃ（竹本油脂（
株）製）０．１ｇを酢酸エチル１７ｇに溶解した。水相成分としてクラレポバールＰＶＡ
－２０５（（株）クラレ製ポリビニルアルコール、けん化度　８６．５－８９．０モル％
）の４質量％水溶液４０ｇを調製した。油相成分及び水相成分を混合し、ホモジナイザー
を用いて１２，０００ｒｐｍで１０分間乳化した。得られた乳化物を、蒸留水２５ｇに添
加し、室温で３０分攪拌後、５０℃で３時間攪拌した。このようにして得られたミクロゲ
ル液の固形分濃度を、１５質量％になるように蒸留水を用いて希釈し、これを前記ミクロ
ゲル（１）とした。ミクロゲルの平均粒径を光散乱法により測定したところ、平均粒径は
０．２μｍであった。
【０１５８】
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　（４）保護層の形成
　上記画像記録層上に、さらに下記組成の保護層塗布液（１）をバー塗布した後、１２０
℃、６０秒でオーブン乾燥し、乾燥塗布量０．１５ｇ／ｍ２の保護層を形成して平版印刷
版原版（１）を得た。
【０１５９】
＜保護層用塗布液（１）＞
・無機質層状化合物分散液（１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１．５ｇ
・ポリビニルアルコール（日本合成化学工業（株）製ＣＫＳ５０、スルホン酸変性、
　　けん化度９９モル％以上、重合度３００）６質量％水溶液　　　　　０．５５ｇ
・ポリビニルアルコール（（株）クラレ製ＰＶＡ－４０５、
　　けん化度８１．５モル％、重合度５００）６質量％水溶液　　　　　０．０３ｇ
・日本エマルジョン（株）製界面活性剤
　　（エマレックス７１０）１質量％水溶液　　　　　　　　　　　　　０．８６ｇ
・イオン交換水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６．０ｇ
【０１６０】
（無機質層状化合物分散液（１）の調製）
　イオン交換水１９３．６ｇに合成雲母ソマシフＭＥ－１００（コープケミカル（株）製
）６．４ｇを添加し、ホモジナイザーを用いて平均粒径（レーザー散乱法）が３μｍにな
るまで分散した。得られた分散粒子のアスペクト比は１００以上であった。
【０１６１】
２．平版印刷版原版（２）の作製
　下塗り層を設けなかったこと以外は平版印刷版原版（１）と同様に行ない、平版印刷版
原版（２）を作製した。
【０１６２】
３．平版印刷版原版（３）の作製
　平版印刷版原版（１）の画像記録層のバインダーポリマー（１）を下記バインダーポリ
マー（２）にした以外は平版印刷版原版（１）と同様にして、平版印刷版原版（３）を作
製した。
【０１６３】
【化１５】

【０１６４】
［実施例1］
　上記のようにして得られた平版印刷版原版（１）を用いて、下記（ｉ）→(ｉｉ)→(ｉ
ｉｉ)→(ｉｖ)→（ｖ）の工程の順で印刷を行った。
【０１６５】
（ｉ）平版印刷版原版を画像様に露光した後、印刷機の版胴に装着
　得られた平版印刷版原版を赤外線半導体レーザー搭載の富士フイルム（株）製Ｌｕｘｅ
ｌ　ＰＬＡＴＥＳＥＴＴＥＲ　Ｔ－６０００IIIにて、外面ドラム回転数１０００ｒｐｍ
、レーザー出力７０％、解像度２４００ｄｐｉの条件で露光した。露光画像にはベタ画像
、ベタ非画像、及び２０μｍドットＦＭスクリーンの５０％網点チャートを含むようにし
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た。
　得られた露光済み原版を現像処理することなく、（株）小森コーポレーション製印刷機
“Spica 26”（図４に示すコモリマチック給水装置を装備）の版胴に取り付けた。
　印刷機には印刷時に供給する湿し水として、ECOLITY－２（富士フイルム（株）製）／
水＝２／９８（容量比）を水舟に入れ（温度２０℃）、湿し水供給量は１０ｍｌ/ｍ２に
設定した。
　印刷インキには、スペースカラーフュージョンＧ墨インキ（ＤＩＣグラフィックス（株
）製）を用いた。
【０１６６】
（ｉｉ）湿し水をスプレー噴射
　湿し水〔ECOLITY－２/水＝２/９８（容量比）（湿し水温度２５℃）〕を、版胴に装着
した平版印刷版原版の単位面積あたり50ml/ｍ２の割合の量、家庭用スプレーボトル（霧
吹き）で、水着けローラに水を給水するローラ（図４のローラー（２２））に均一に噴射
させた。
【０１６７】
(ｉｉｉ)給水ローラーを回転
　スプレー供給後に、給水ローラーを回転させた。回転は水着けローラーの回転数として
９回行った。
【０１６８】
(ｉｖ)水着けローラーを平版印刷版原版に接触
　水着けローラーを平版印刷版原版に接触させた後、版胴を１０回回転させた。
【０１６９】
（ｖ）平版印刷版原版にインキローラーから印刷インキを供給し、さらに版胴に印刷用紙
を供給
　インキ供給と同時に、印刷用紙（特菱アート（７６．５ｋｇ）紙）を供給した。
　毎時６０００枚の印刷速度で印刷を行った。
【０１７０】
〔機上現像性の評価〕
　非画像部がきれいに機上現像され、汚れのない印刷物を得られるまでの損紙数で評価し
た。結果を表１に示す。
【０１７１】
〔印刷ムラの評価〕
　汚れのない印刷物を得た枚数の印刷物において、２０μｍドットＦＭスクリーンの５０
％網画像のムラを次の基準で評価した。結果を表１に示す。
○： インキが均一にのっている
○△： インキがのっているが、わずかにムラらしきものが観察される。印刷物としては
許容されるレベルである。
△： インキはのっているが、ムラが見られる。
×： インキがのりにくい(うすい)。
【０１７２】
［実施例２～８］
　スプレー噴射する手段、噴射量、及び、ローラー幅方向の噴射の仕方を表１に示すよう
に行った以外は実施例１と同様に印刷及び評価を行った。結果を表１に示す。
【０１７３】
［比較例１］
　工程（ｉｉ）の湿し水ECOLITY－２/水＝２/９８（容量比）のスプレー噴射を行わない
以外は、実施例１と同様に印刷した。結果を表１に示す。
【０１７４】
［比較例２］
　工程（ｉｉ）の次に、工程（ｉｉｉ）給水ローラーの回転を行わず、水着けローラーと
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インキ着けローラーを同時に版胴上の版に接触させた以外は実施例１と同様に印刷した。
結果を表１に示す。
【０１７５】
［比較例３］
　工程（ｉｉ）の湿し水ECOLITY－２/水＝２/９８（容量比）のスプレー噴射を、図４の
ローラー（２２）ではなく、版胴に取り付けられた版に直接行った。それ以外は実施例１
と同様に印刷した。結果を表１に示す。
【０１７６】
［比較例４］
　比較例３において、工程（ｉｉｉ）の給水ローラーの回転を行わず、水着けローラーと
インキ着けローラーを同時に版胴上の版に接触させて、印刷した。結果を表１に示す。
【０１７７】
［比較例５］
　湿し水をスプレー噴射することなく、機上現像時の水舟から版に供給される湿し水量を
印刷時の10倍（100ｍｌ/ｍ２）とし、機上現像を行った後、通常の湿し水供給量（10ｍｌ
/ｍ２）に戻した。結果を表１に示す。
【０１７８】
【表１】

【０１７９】
　表１の結果から、湿し水を給水ローラーに噴射することにより印刷ムラがなくなり、湿
し水噴射量が多くなることで、機上現像性が良化することがわかる。
　ローラーへのスプレー供給のない比較例１では、機上現像性が劣り、またローラー起因
と見られるたて筋状の印刷ムラが発生した。
　ローラーへのスプレー供給はあるが、工程（ｉｉｉ）を除いた比較例２では、供給され
た液がローラー上で均されず、ローラーの周面に水滴が形成され現像性は劣化した。また
、水滴に由来すると考えられる点状の印刷ムラが生じた。
　版に直接湿し水を供給した比較例３では、版面に均一に水が供給されないため、印刷初
期から現像ムラに由来すると考えられる点状の印刷ムラが発生した。
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　さらに工程（ｉｉｉ）を除いた比較例４では、比較例３より機上現像性、点状の印刷ム
ラが悪化した。
　ローラーへのスプレー供給はないが、水舟からの湿し水供給量を１０倍増やした比較例
５は、機上現像性は良好であったが、印刷ムラが発生した。
【０１８０】
［実施例９～１６及び比較例６～８〕
　実施例１～８、比較例２～４のスプレー噴射する湿し水をECOLITY－２/水＝２/９８（
容量比）からECOLITY－２原液（ECOLITY－２/水＝１００/０）に変更した以外は、同様の
条件で印刷及び評価を行った。結果を表２に示す。表２には、比較のため、比較例１、５
を再掲した。
【０１８１】
【表２】

【０１８２】
　表１と表２の比較から、印刷時に使用する湿し水よりもスプレー供給する湿し水の方が
高濃度だと一層好結果が得られることがわかる。
【０１８３】
［実施例１７～２７］
　実施例１のスプレー噴射する湿し水を表３に記載の液種に代えた以外は、実施例１と同
様の条件で印刷及び評価を行った。結果を表３に示す。表３には、比較のため、実施例１
、９及び比較例１、５を再掲した。
【０１８４】
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【表３】

【０１８５】
　スプレーする湿し水が同一組成の時は、濃度が高くなるほど良好な結果が得られた。
　水と混合する溶剤の水溶液のスプレーの場合も良好な効果を得ることができた。特に、
画像記録層が脱膜、溶解現像されやすくなり、湿し水スプレーより機上現像性良化する傾
向であった。
　水と混合する溶剤の水溶液のスプレーでも、高濃度の湿し水スプレーでも、機上現像後
は、水舟から上がってきた湿し水(通常濃度)により、スプレー供給した液濃度が下がり、
支障なく安定に印刷できた。
【０１８６】
［実施例２８～３３］
　スプレー液を噴射後、給水ローラーを表４に記載の回数回転させた以外は、実施例９と
同様に印刷及び評価を行った。
【０１８７】

【表４】

【０１８８】
　回転数が３～２０回転の範囲だと噴射した液と、水舟から供給された湿し水が混ざり合
い機上現像性が良好であるが、これ以上回転数が多くなると、水舟からの湿し水に濃度が
近づくため、機上現像性が劣化する。また、回転数が少ないと印刷ムラがわずかにではあ
るが発生する。
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【０１８９】
［実施例３４］
　実施例９と同様に露光し、印刷機の版胴に装着された平版印刷版原版（１）を(ｉｉｉ)
→(ｉｉ)→(ｉｖ)→（ｖ）の工程の順で印刷を行った。
　工程(ｉｉｉ)　給水ローラーの回転では、水着けローラーの回転数として９回回転させ
た。
　工程（ｉｉ）　湿し水の噴射では、湿し水〔ECOLITY－２原液（湿し水温度　２５℃）
〕を、版胴に装着した平版印刷版原版の単位面積あたり50ml/ｍ２の割合の量、家庭用ス
プレーボトル（霧吹き）でローラー（２２）に均一に噴射させた。
　工程(ｉｖ)　水着けローラーを平版印刷版原版に接触では、水着けローラーを平版印刷
版原版に接触させた後、版胴を１０回回転させた。
　工程（ｖ）　平版印刷版原版にインキローラーから印刷インキを供給し、さらに版胴に
印刷用紙を供給では、インキ供給と同時に、印刷用紙（特菱アート（７６．５ｋｇ）紙）
を供給した。毎時６０００枚の印刷速度で印刷を行った。結果を表５に示す。
【０１９０】
【表５】

【０１９１】
　工程の順を替えた実施例３４でも、スプレー供給を行わない比較例１及び５より、機上
現像性、印刷ムラとも勝っていることが確認された。
【０１９２】
［実施例３５～３８］
　工程（ｉｖ）で水着けローラーを平版印刷版原版に接触し、次いで、版胴を５回回転さ
せた後、水着けローラーを版から離し、同時に給水ローラーの回転を停止した。表６に記
載の時間放置した後、再度、水着けローラーを版に接触させ、版胴を５回回転させた。そ
れ以外は、実施例９と同様に印刷を開始した。
【０１９３】
【表６】

【０１９４】
　表６から、一旦停止の時間は３～１０分であることが、機上現像性の点で好ましいこと
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がわかる。
【０１９５】
［実施例３９～４０］
　実施例９で用いた平版印刷版原版（１）を表７に記載の平版印刷版原版に代えた以外は
実施例９と同様に，印刷し、評価した。結果を表７に示す。
【０１９６】
［比較例９～１０］
【０１９７】
　実施例３９及び４０において、工程（ｉｉ）の湿し水ECOLITY－２（原液）のスプレー
噴射を行わない以外は、それぞれ実施例３９及び４０と同様に印刷し、評価した。結果を
表７に示す。
【０１９８】
【表７】

【０１９９】
〔実施例４１～４３〕
　工程（ｉｉ）のスプレー噴射する場所を表８に記載の場所に変更した以外は実施例９と
同様に印刷し、評価した。結果を表８に示した。
【０２００】

【表８】

【０２０１】
　水着けローラーに水を給水するローラー又はメータリングローラーに給水する方が、水
着けローラー又は水量を安定化させるためのローラーに給水するよりもわずかにではある
が、機上現像性が良好となる。
【符号の説明】
【０２０２】
１０．版胴 
２０．給水ローラー 
２１．水着けローラー 
２２．水着けローラーに水を給水するローラー 
２３．水元ローラー 
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２４．水量を安定化させるためのローラー 
２５．メータリングローラー
３０．インキローラー 
３１．インキ着けローラー 
３２．練りローラー 
４０．ブリッジローラー 
５０．水舟

【図１】 【図２】
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【図３】

【図４】
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